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平成30年３月７日（水曜日）

午前９時58分開会

会議に付託された議案等

○議案第55号 平成29年度宮崎県一般会計補正

予算（第６号）

○議案第59号 平成29年度宮崎県山林基本財産

特別会計補正予算（第１号）

○議案第60号 平成29年度宮崎県拡大造林事業

特別会計補正予算（第１号）

○議案第61号 平成29年度宮崎県林業改善資金

特別会計補正予算（第１号）

○議案第65号 平成29年度宮崎県沿岸漁業改善

（ ）資金特別会計補正予算 第１号

○議案第82号 民事訴訟事件の和解について

○環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査

○その他報告事項

・総合評価落札方式における低入札価格調査制

度の取扱いについて

・林業担い手育成総合研修「みやざき林業大学

校（仮称 」基本計画（案）等について）

・耳川広域森林組合における不適正事案につい

て

・平成29年度うなぎ稚魚の採捕状況等について

・太平洋くろまぐろ小型魚の操業自粛について

・ 第90回アカデミー賞授賞式」のアフターパー「

ティー（ガバナーズ・ボール）における「宮

崎牛」の採用について

出席委員（７人）

委 員 長 後 藤 哲 朗

副 委 員 長 日 高 博 之

委 員 濵 砂 守

委 員 山 下 博 三

委 員 髙 橋 透

委 員 来 住 一 人

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 川 野 美奈子

環境森林部次長
黒 木 義 博

（ 総 括 ）

環境森林部次長
福 満 和 徳

（ 技 術 担 当 ）

部 参 事 兼
大 西 祐 二

環 境 森 林 課 長

みやざきの森林
黒 木 哲 郎

づくり推進室長

環 境 管 理 課 長 川井田 哲 郎

循環社会推進課長 天 辰 晋一郎

自 然 環 境 課 長 廣 津 和 夫

自 然 公 園 室 長 大岩根 充 明

森 林 経 営 課 長 甲 斐 良 一

山村･木材振興課長 三重野 裕 通

み や ざ き ス ギ
日 髙 和 孝

活 用 推 進 室 長

林業技術センター所長 渡 邊 幸 一

木 材 利 用 技 術
下 沖 誠

セ ン タ ー 所 長

工 事 検 査 監 長 友 善 和

農政水産部

農 政 水 産 部 長 大 坪 篤 史

農政水産部次長
野 口 和 彦

（ 総 括 ）

県参事兼農政水産部次長
宮 下 敦 典

（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
成 原 淳 一

（ 水 産 担 当 ）

畜産新生推進局長 坊 薗 正 恒

農 政 企 画 課 長 酒 匂 重 久

新農業戦略室長 鈴 木 豪

平成30年３月７日(水)
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農業連携推進課長 山 本 泰 嗣

みやざきブランド
外 山 直 一

推 進 室 長

農業経営支援課長 牛 谷 良 夫

農業改良対策監 長 友 博 文

農 地 対 策 室 長 浜 田 真 郎

農 産 園 芸 課 長 土 屋 由起子

農 村 計 画 課 長 山 下 恭 史

菓子野 利 浩畑かん営農推進室長

農 村 整 備 課 長 図 師 郁 夫

水 産 政 策 課 長 毛 良 明 夫

漁業･資源管理室長 外 山 秀 樹

漁 村 振 興 課 長 田 中 宏 明

漁港漁場整備室長 押 川 定 生

畜 産 振 興 課 長 花 田 広

家畜防疫対策課長 三 浦 博 幸

工 事 検 査 監 東 勇 一

総合農業試験場長 甲 斐 典 男

県立農業大学校長 後 藤 俊 一

水 産 試 験 場 長 田 原 健

畜 産 試 験 場 長 久保田 和 弘

事務局職員出席者

議 事 課 長 補 佐 濱 﨑 俊 一

議事課主任主事 八 幡 光 祐

ただいまから環境農林水産常任○後藤委員長

委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。日程につきましては、お手元に配付いたし

ましたので、ごらんください。

環境森林部が説明43分、農政水産部が63分と

いうことで、農政のほうがどうしても出先機関

があって、待機が不可能なものですから、一応

農政を午後一番からということですが、日程案

のとおりでよろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○後藤委員長

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時59分休憩

午前10時１分再開

委員会を再開いたします。○後藤委員長

当委員会に付託されました議案についての説

明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

。○川野環境森林部長 環境森林部でございます

よろしくお願いいたします。

それでは座って説明させていただきます。

まず、資料にはございませんが、新燃岳噴火

について、被害の状況と、そしてその対応につ

いて御説明させていただきます。

環境森林部関係では、原木シイタケへの降灰

により被害が発生しておりまして、市町村や関

係団体への注意喚起などの文書を昨日発出した

ところでございます。

また、前回10月の噴火の際に、高原町役場に

、二酸化硫黄の自動測定器を設置いたしましたが

今回の噴火で、さらにポータブル型を配置し、

監視の強化を図ったところでございます。

霧島連山では、硫黄山や御鉢なども火山活動

が非常に活発化しておりますので、今後ともそ

の動向に十分注視するとともに、被害には早急

に対応したいと考えております。

それでは、お手元に配付しております常任委

員会資料の表紙をごらんください。

本日の説明事項でございますが、提出議案が

４件、その他報告事項が３件でございます。
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まず、Ⅰの予算議案としまして、議案第55号

「平成29年度宮崎県一般会計補正予算」など４

件でございますが、これにつきましては後ほど

御説明いたします。

次に、Ⅱのその他の報告事項につきまして、

１の総合評価落札方式における低入札価格調査

制度の取り扱いについてなど３項目につきまし

て御報告いたします。

それでは、１ページをお開きください。

歳出予算集計表でございます。

この表は、議案第55号を初めとする４つの予

算議案に関する歳出予算を課別に集計したもの

でございます。

このうち、議案第55号に関する一般会計の補

正につきましては、国の補正予算に伴う増額や

事業費の確定など、必要な措置をするものでご

─ざいまして、表の中ほど、２月補正額の計

網かけしておりますが、Ｂの列の一般会計の小

計欄でございます。24億6,840万2,000円の減額

をお願いしているところでございます。

この結果、補正後の一般会計予算額は、その

右側の補正後の額Ｅの列に書いてありますとお

り、183億1,600万7,000円となります。

また、議案第59号から61号に関する特別会計

の補正につきましては、一般会計への繰り出し

に伴う増額や貸付金の減少に伴う利息等の減額

でございまして、下から２段目、同じく網かけ

をしておりますが、特別会計に係る２月補正額

の計、Ｂの列、小計欄4,214万1,000円の増額を

お願いしているところでございます。

この結果、環境森林部の一般会計と特別会計

を合わせました補正後の予算額は、表の一番下

の列、補正後の額、網かけしておりますＥの列

の環境森林部合計の欄195億8,816万2,000円とな

ります。

次に、２ページをごらんください。

繰越明許費補正（追加）分についてでござい

ます。

これは、用地交渉や工法の検討等に日時を要

、 、したことにより工期が不足するもの あるいは

事業主体において事業が繰り越しになること等

の理由によりまして、翌年度への繰り越しをお

願いするものでございます。

、 、 、議案第55号関係が 自然環境課 森林経営課

山村・木材振興課の所管事業でございまして、

表の合計欄、網かけしておりますとおり、135カ

所、33億3,133万9,000円の繰越明許費の追加を

お願いするものでございます。

次に、３ページをごらんください。

繰越明許費補正（変更）分についてでござい

ます。

議案第55号関係が、自然環境課、森林経営課

の所管事業を合わせまして、表の合計欄、これ

も網かけしておりますとおり 58カ所 24億2,410、 、

万円の増額をお願いするものでございます。

次に、４、債務負担行為補正（追加）分につ

いてでございます。

これは、自然環境課が所管しております山地

治山事業につきまして、平成30年度までの期間

で、限度額１億5,100万円、森林経営課が所管し

ております林業専用道整備事業（峠谷線）につ

きまして 平成30年度までの期間で 限度額5,000、 、

万円の債務負担行為の設定をお願いするもので

ございます。

私からの説明は以上でございます。

各説明事項の詳細につきましては、それぞれ

の担当課長、室長が説明申し上げますので、よ

ろしくお願いいたします。

環境森林課の補正予算に○大西環境森林課長

ついて御説明いたします。
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お手元の平成29年度２月補正歳出予算説明資

料の175ページをお開きください。

環境森林課の補正額でありますが、一番上の

段の左から２列目の補正額の欄にありますよう

に、2,741万8,000円の減額補正をお願いしてお

ります。

その内訳は、その下にありますように、一般

会計が9,523万6,000円の減額、特別会計が6,781

万8,000円の増額であります。

この結果、補正後の額は、一番上の段の右か

ら３列目にありますように、一般会計と特別会

。計を合わせまして37億509万9,000円となります

それでは、以下、主な内容について御説明い

たします。

178ページをごらんください。

上から２段目の（事項）地球温暖化防止対策

費133万6,000円の増額であります。

これは主に、説明欄１にあります再生可能エ

ネルギー等導入推進基金事業の事業費確定に伴

いまして、その基金残高153万6,000円を国庫返

還することによるものであります。

179ページをごらんください。

下から３段目の（事項）森林環境税基金積立

金1,797万5,000円の増額であります。

これは 森林環境税の収入見込みが増額になっ、

たことによるものであります。

次に、180ページをお開きください。

下のほうの（事項）林業公社費5,064万6,000

円の減額であります。

主なものとしまして、説明欄１の貸付金5,000

万円の減額であります。

これは、宮崎県林業公社の今年度の収支が黒

字の見込みとなったことから、県の貸付金を減

額するものであります。

次に、181ページをごらんください。

山林基本財産特別会計についてであります。

上から５段目の（事項）県有林造成事業費776

万1,000円の増額であります。

主なものとしまして、説明欄４の建設事業

費718万6,000円の減額は、国庫補助事業の活用

により森林作業道整備の委託料が減額となった

、 、もの また説明欄５の繰出金1,800万円の増額は

県有林の土地売り払いなどの収入の一部を一般

会計に繰り出すものであります。

次に、183ページをお開きください。

拡大造林事業特別会計についてであります。

上から５段目の（事項）県行造林造成事業

費6,422万4,000円の増額であります。

主なものとしまして、説明欄３の補助費

等1,101万9,000円の増額は、主伐の売り払い収

入の増により土地所有者に支払う分収交付金等

が増額となったことによるもの、説明欄４の建

設事業費1,357万6,000円の減額は、保育間伐等

の実施箇所を見直したことなどによるもの、ま

た、説明欄５の繰出金6,800万円の増額につきま

しては、主伐の売り払いなどの収入の一部を一

般会計に繰り出すものであります。

説明は以上でございます。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。

続きまして、環境管理○川井田環境管理課長

課の補正予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の185ページをお開きくださ

い。

当課の補正額は、左から２列目の補正額の欄

にありますように、一般会計で5,333万2,000円

の減額をお願いしております。

この結果、右から３列目にありますように、

補正後の額は２億8,841万円となります。

それでは、主な内容につきまして御説明いた

します。
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187ページをお開きください。

まず 中ほどの 事項 大気保全費972万7,000、 （ ）

円の減額であります。

主なものとしましては、説明欄の１、大気汚

染常時監視事業の585万1,000円の減額でありま

すが、これはＰＭ2.5等の大気汚染物質の監視に

伴う、測定機器購入の入札残などであります。

次に、188ページをごらんください。

一番下の 事項 公害保健対策費2,311万7,000（ ）

円の減額であります。

主なものといたしましては、説明欄の１、公

害健康被害補償対策費の2,089万8,000円の減額

でありますが、これは、土呂久公害に係る認定

患者の方々への医療費や障害補償費等の給付額

が、当初の見込み額を下回ったことによるもの

などであります。

次に、189ページをごらんください。

上から２つ目の（事項）合併処理浄化槽等普

及促進費1,559万9,000円の減額であります。

主なものとしましては、説明欄の３、浄化槽

、整備事業の1,500万3,000円の減額でありますが

これは、市町村に対する合併処理浄化槽の設置

に係る補助において、市町村の要望基数が、当

初見込んでおりました約1,100基を140基程度下

回ったことによる執行残などであります。

環境管理課の説明は以上であります。御審議

のほどよろしくお願いいたします。

、○天辰循環社会推進課長 それでは続きまして

循環社会推進課の補正予算について御説明いた

します。

資料の191ページをお開きください。

当課の補正額は、左から２列目の補正額の欄

にありますように、一般会計で831万2,000円の

減額をお願いしております。

この結果、右から３列目にありますように、

補正後の額は19億1,936万5,000円となります。

それでは、主な内容につきまして御説明いた

します。

193ページをお開きください。

まず、中段中ほどの上のほう （事項）一般廃、

棄物処理対策推進費728万2,000円の減額であり

ます。

主なものとしましては、説明欄の２、海岸漂

着物等地域対策推進事業の630万円の減額であり

ますが、これは国庫補助決定に伴いまして、補

正減をするものであります。

次に、その下の（事項）産業廃棄物処理対策

推進費2,980万円の増額であります。

主なものとしましては、説明欄の２、産業廃

棄物処理監視指導事業の845万円の減額でありま

すが、これは、廃棄物処理施設から排出される

ダイオキシン類等の検査委託の入札残や、ＰＣ

Ｂ廃棄物処理推進員等の人件費や監視指導活動

経費の執行残などでございます。

次に、５つ下の７、産業廃棄物税基金積立金

、 、の4,593万2,000円の増額でありますが これは

、産業廃棄物税の税収見込みの増等によりまして

基金への積立金を増額するものであります。

次に、194ページをお開きください。

事項 廃棄物減量化・リサイクル推進費3,083（ ）

万円の減額であります。

主なものとしましては、説明欄の２、循環型

社会推進総合対策事業の3,056万2,000円の減額

でありますが、これは、産業廃棄物リサイクル

施設の整備を行う事業者に対して交付する補助

金におきまして、関係団体に呼びかけるなど募

集をいたしましたけれども、今年度は申請がな

かったことによります執行残などであります。

循環社会推進課の説明は以上であります。御

審議のほどよろしくお願いいたします。
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それでは、自然環境課の○廣津自然環境課長

補正予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の195ページ、自然環境課の

ところをごらんください。

自然環境課の補正額は、左から２列目の補正

額の欄にありますように、一般会計で１億6,980

万6,000円の減額であります。

この結果、補正後の額は右から３列目にあり

ますように、34億969万1,000円となります。

それでは、以下、主なものについて御説明い

たします。

197ページをお開きください。

初めに、一番下の（事項）公共工事品質確保

強化対策費で338万6,000円の減額であります。

この事業は、公共工事の品質確保等を図るこ

とを目的にしまして、宮崎県建設技術推進機構

に施工体制監視チームによる現場点検を委託す

るものでありますが、人員に変更が生じたこと

により委託料を減額するものであります。

１枚めくっていただきまして、198ページをご

らんください。

中段の（事項）山地治山事業費で３億2,184

万4,000円の増額であります。

これは、国の当初予算に係る国庫補助決定に

伴う、約４億5,500万円の減額と、国の補正予算

に伴います７億7,000万円の増額を合わせたもの

であります。

国の補正予算分につきましては、説明欄にあ

ります治山事業など１から３の事業によりまし

て、日向市椎谷地区ほか13カ所で、治山ダム等

の整備を行うものであります。

次に、下の（事項）緊急治山事業費で3,487万

円の減額でありますが、本年度は事業対象とな

る箇所が少なかったことから減額するものであ

ります。

次に、199ページの一番上の（事項）林地崩壊

防止事業費につきましては、災害関連の事業で

ありますが 本年度は該当する事業箇所がなかっ、

たことから、全額を減額するものであります。

次に、その下の（事項）保安林整備事業費で

１億4,177万3,000円の減額でありますが、これ

は、国庫補助決定に伴う補正であります。

次に、一番下の（事項）鳥獣管理費で162

万5,000円の減額であります。

これは、説明欄の１の鳥獣保護区等周辺野生

鳥獣適正管理事業で、鳥獣保護区等の周辺にお

ける電気柵の設置等を助成しておりますが、有

利な交付金事業へ振りかえて実施した市町村が

あったことなどから減額となったものでありま

す。

１枚めくっていただきまして、200ページをご

らんください。

中段の（事項）自然公園事業費で1,540万円の

増額であります。

これは、国の当初予算に係る国庫補助決定に

伴う、約1,000万円の減額と、国の補正予算に伴

う2,500万円の増額を合わせたものであります。

国の補正予算分につきましては、説明欄の２

の（１）の国立公園整備事業で、韓国岳登山道

の防災・減災対策としまして、登山道や休憩所

を整備するものであります。

最後に、一番下の（事項）治山施設災害復旧

費で２億9,813万5,000円の減額でありますが、

本年度は施設被害が少なかったことから減額す

るものであります。

説明は以上であります。御審議のほどよろし

くお願いいたします。

森林経営課の補正予算に○甲斐森林経営課長

ついて御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の203ページをお開
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きください。

森林経営課の補正額は19億7,533万9,000円の

減額であります。

この結果、補正後の額は、右から３列目にあ

、 。りますように 60億1,158万8,000円となります

以下、主なものについて御説明いたします。

１枚めくっていただいて、205ページをごらん

ください。

上から５行目の（事項）森林計画樹立費で971

万円の減額であります。

これは、説明欄（１）の森林資源情報整備推

進事業において、国庫補助決定に伴う減による

ものであります。

次に （事項）森林整備地域活動支援交付金事、

業費4,661万6,000円の減額であります。

この事業は、森林経営計画の作成や、作業路

の改良などを支援する事業でありますが、市町

村からの申請に基づいて事業費を決定したこと

による減額であります。

次に、林業普及指導費で889万9,000円の減額

であります。

206ページをお開きください。

これは、説明欄４のみやざき林業青年アカデ

ミー等研修事業において、アカデミー生への給

付金が10名から５名になったことによる減額で

あります。

次に、下から２つ目の（事項）森林整備事業

費で１億9,776万1,000円の増額であります。

これは、まず、国当初予算分において、国庫

補助決定との内示差に伴い、約２億4,200万円の

減額と、そして、国の補正予算に伴い、約４

億4,000万円の増額を合わせたものであります。

207ページをごらんください。

上から２つ目の（事項）森林機能保全対策総

合整備事業費で４億4,696万5,000円の増額であ

ります。

これは、国の補正予算に伴う補正でありまし

て、説明欄（１）の間伐材生産強化対策事業や

（２）の間伐推進路網整備事業で間伐材生産や

路網整備を支援するものであります。

詳細につきましては、後ほど、山村・木材振

興課より常任委員会資料で説明させていただき

ます。

次に、一番下の（事項）地方創生道整備推進

交付金事業費で４億7,979万3,000円の減額であ

ります。

これは、まず、国当初予算分について、国庫

補助決定との内示差に伴い、約７億1,600万円の

減額と、そして、国の補正予算に伴い、約２

億4,000万の増額を合わせたものであります。

208ページをお開きください。

一番上の 事項 林業専用道整備事業費で5,339（ ）

万8,000円の減額であります。

これは、まず、国当初予算額について、国庫

補助決定との内示差に伴い、約7,400万円の減額

と、そして、国の補正予算に伴い、約2,000万円

の増額を合わせたものであります。

次に （事項）山のみち地域づくり交付金事業、

費で9,023万の減額であり、これは、国庫補助決

定に伴うものであります。

209ページをごらんください。

一番上から４行目の（事項）林業災害復旧費

で19億2,362万9,000円の減額でありますが、こ

れは、29年度の林道の災害の発生が少なかった

ことにより、当初予算額まで達しなかったこと

によるものであります。

森林経営課からは以上であります。

それでは、山村○三重野山村・木材振興課長

・木材振興課の補正予算について御説明させて

いただきます。
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歳出予算説明資料211ページをお開きくださ

い。

当課の補正予算額でございますが、左から２

列目 補正額の欄にございますように １億9,205、 、

万4,000円の減額でございます。

その内訳でございますが、その下にあります

ように、一般会計１億6,637万7,000円の減額、

。特別会計が2,567万7,000円の減額でございます

この結果、補正後の額でございますが、一番

上の段の右から３列目にございますように、一

般会計と特別会計合わせまして42億5, 40 0

万9,000円となります。

それでは、主な内容について御説明させてい

ただきます。

１枚おめくりいただきまして、213ページをお

開きください。

ページ中ほどの（事項）林業・木材産業構造

。改革事業費3,755万8,000円の増額でございます

主なものといたしましては、説明欄の３にご

ざいます林業経営構造対策事業費補助金7,427

万7,000円の減、４の木材産業構造改革事業費補

助金２億6,717万5,000円の減でございます。

これは、国に要望しておりました高性能林業

機械の導入や木材加工流通施設の整備といった

ものが事業採択されなかったといったことに伴

いまして、減額するものでございます。

説明欄の７番目にございます合板・製材・集

成材生産性向上・品目転換促進対策事業３

億9,436万6,000円の増額につきましては、後ほ

ど委員会資料で御説明させていただきます。

次の（事項）木材産業振興対策費１億7,201

万2,000円の減でございます。

１ページおめくりいただきまして、214ページ

の説明欄をごらんください。

主なものといたしましては、一番目の木材産

業振興対策資金１億7,000万円の減でございま

す。

これは、原木価格の下落に備えまして、事業

者に対し、当面の運転資金を貸し付けることが

できるよう、金融機関に預託する予算を確保し

ておりましたが、本年も幸いに原木価格の大き

な下落というものはなかったことから、減額す

るものでございます。

次に、一番下の（事項）になります、木材利

用技術センター運営事業費1,147万7,000円の減

額でございます。

これは主に、説明欄の１の維持管理費、次の

ページ、215ページの２の試験研究費におきまし

て、人件費、光熱費の執行残、あるいは試験研

究用機器購入費の執行残というものがございま

したことから、減額ということになったもので

ございます。

次に、上から２つ目の（事項）林業担い手総

合対策基金事業費1,417万1,000円の減でござい

ます。

これは主に、説明欄２の森林の仕事就業定着

促進事業におきまして、認定林業事業体を対象

に、新規参入者の雇用に対しての奨励金交付、

再参入者を雇用し研修を実施した場合の経費の

、補助を予定していたというものでございますが

対象者が当初予定しておりました人数から減少

したということでございまして、減額となった

ものでございます。

１ページおめくりいただきまして、216ページ

をお開きください。

林業改善資金特別会計でございます。

（事項）林業・木材産業改善資金対策費2,567

万7,000円の減額でございます。

この予算は、林業従事者や素材生産事業者、

木材加工事業者等に無利子で設備資金の貸し付
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けを行うための経費でございますが、平成28年

度、昨年度の貸し付け実績が当初の見込みより

少なかったことで、本年度、借り主から償還さ

れることを当て込んでいたものが、見込み額よ

り少なくなったということで、減額するという

ものでございます。借り主からの償還金を財源

の一部とするというものでございます。

。歳出予算説明資料の説明は以上でございます

続きまして、先ほど説明を保留しておりまし

た事業について御説明させていただきます。

常任委員会資料のほうをお開きください。常

任委員会資料４ページでございます。

こちらの合板・製材・集成材生産性向上・品

目転換促進対策事業でございます。こちらにつ

きまして、森林経営課分もあわせて御説明をさ

せていただきます。

。こちらの事業のまず目的・背景でございます

日ＥＵ・ＥＰＡ及びＴＰＰ11によります新たな

国際環境のもとで、県が川上から川下まで林業

・木材産業関係者と共同で策定した体質強化計

画に基づきまして、製材工場の大規模化、高効

率化を初め、製造コストの低減化、高付加価値

化品目への転換等を進めるとともに、これらに

向けまして原木を低コストで安定的に供給する

ため、認定林業経営体等が行います路網整備や

間伐材の生産、高性能林業機械の導入等に対し

。て一体的に支援をするというものでございます

予算額でございますが、２の（１）にありま

すとおり、森林経営課及び山村・木材振興課分

合わせまして８億4,133万1,000円をお願いして

おります。

５の事業内容でございますが、１の間伐推進

路網整備事業、２の間伐材生産強化対策事業及

び３番目の高性能林業機械等整備事業では、製

材工場等に対する原木を低コストで安定的に供

給するための路網整備、間伐材の生産支援、高

性能林業機械の導入への支援を、それぞれこの

、 、 。１ ２ ３の事業で行うこととしてございます

４番目の木材加工流通施設等整備事業では、

こうして生産された木材を今度製品化するため

に、製造コストの低減化、高付加価値品目への

転換を進める製材工場、あるいは大規模・高効

率化を図ります原木市場の整備へ支援を行って

いこうということにしてございます。

こうした取り組みを通じまして、３の事業効

果にありますように、生産の効率化を進める製

材工場を整備しまして、間伐材が低コストで安

定的に供給され、本県の林業・木材産業の国際

競争力が強化されるということを実現していき

たいというふうに考えてございます。

山村・木材振興課からの説明は以上でござい

。 。ます 御審議のほどよろしくお願いいたします

以上で執行部の説明が終了いた○後藤委員長

しました。

議案についての質疑はありませんか。

今、最後に説明していただいた説○山下委員

明資料の４ページで、この（５）の事業内容で

すよね。これで補助率が定額メーターの２

万5,000円ということですが、これ路網整備です

ね。２万5,000円の工事ってどの程度ですか。も

ちろん舗装はできないですよね。その辺を教え

てください。

林業専用道の、２万5,000○甲斐森林経営課長

円というのは ３級林道並みの規格でやるという※

ことでやっております。中には、そういう拡幅

等入れたりとか、あと危ない所にはのり面の保

護等もできるようになっておりまして、極めて

林道に近い形での道を開設する事業でございま

す。

※13ページに訂正発言あり
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私が市議時代ですよね。都城も山○山下委員

が多いものですから、路網を整備する中で単価

が安いために、災害の元凶になるというような

。おそれが出た現場を見たことがあったんですが

森林組合等がやりますよね。それぞれ路網を入

れていく中で、谷がありますよね。その中で土

管を入れたりＵ字溝入れたりして、水の流れと

いうのを確保していかないといけないというこ

、 、とで メーター当たりの単価が安いもんだから

路網を通すことによって、災害が逆に起こるよ

うな。その２万5,000円というのは、そういう問

題って出てこないわけですか。完全な路網がで

きるという表現でいいですか。

委員言われるとおり、そ○甲斐森林経営課長

ういう排水とか、例えばそういうヒューム管を

通して、上にきちっと道を入れるような構造も

、 、できるということで ある程度そういう安全も

そして環境に配慮した道ができるというふうに

考えております。

例えば100ヘクタール、そういう面○山下委員

積のところに、どうしても間伐とか全伐をして

いく場合に路網が必要ということで、皆さん通

されると思うんですが、あと何年か使わない中

で非常に荒れてくるんですよね。その路網の後

の補修とか、その辺の問題というのは、後のい

ろんな補助金がついてくるもんですか。維持の

ための補助。

作業路的な、作業道的な○甲斐森林経営課長

ものに関しては、 県単の作業道の復旧というの※

がございます。それぞれ災害の復旧をやってい

く制度がございますので、そういうものを活用

してもらって復旧していただくということでご

ざいます。

、 、 、○山下委員 今 各市町村等 山の持ち主とか

いろんな山の団体のほうから、作業道の路網の

整備の要望というのは、かなり来ているもので

すか。

宮崎県は路網ネットワー○甲斐森林経営課長

クという形で、長期計画の中でヘクタール当た

り40メーターと、こういうのを目標に30年まで

はということでやっております。

そういう目標の中で、今現場のほうでは再造

林が非常に重要と。また一貫作業での作業も必

要と。それと非常に主伐が多くなって、ある程

度大規模な道も必要というようなことで、拡幅

なり、新たな道の整備なりの要望は非常に多い

状況でございます。

、○山下委員 同じく４ページの②番なんですが

間伐材生産強化対策事業ですよね。補正額は３

億3,600万の増ということでしょうけれども、こ

のヘクタール当たり35万、定額メーター2,000円

という、これどういう事業になるんですか。

これにつきましては、搬○甲斐森林経営課長

出間伐ですね 間伐率約30％を考えた間伐をやっ。

ていくという形で、ヘクタール当たり35万の定

額での補助をやっております。

それから、どうしても間伐となりますと、毛

細的に道を入れていくと。ただある程度機械で

そこまで持ってきて搬出するというような形に

なりますので、メーター2,000円の道もあわせて

開設ができる仕組みの制度でございます。

今の関連なんですが、作業道の開○濵砂委員

設というのは、宮崎県に限らず、どこでもこう

いう方法でやっているんですかね 山の中をずっ。

と縫うように作業道開設していきますよね。こ

れはさっきの話のように、10年ぐらいしたら根

腐れして、山崩れの原因になったりするという

のは、頻繁に起きていることなんですが、国全

体としてこういう出し方を今やっているんです

※13ページに訂正発言あり
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かね。昔は架線でやって、きれいに出していた

んですよ。あのころは山崩れは余りなかったん

ですけれどね。どうでしょうか。

委員が言われるように、○甲斐森林経営課長

。前は架線で出すというのが主体でございました

近年は、こういう路網を入れることによって低

コスト化を図ると。今拡幅とか、ここにありま

すような、規格を上げた林業専用道というよう

な形の道を積極的に進めようというのがござい

ます。

今後は、こういう林道も含めて、作業路、そ

れから最適なそういう2,000円の道という形で、

ネットワークをきちっとつくって開設していく

と。そういう適材適所の道を入れていくという

形で、市町村、組合、そういうところを含めて

計画を組んでいるのが現状でございます。

それが一番安くつくんだね。勾配○濵砂委員

。 。とかいうのは規制があるわけ 掘り放題ですか

勾配というのは、作業道○甲斐森林経営課長

的には、例えば14％までとか、ある程度作業道

作成指針をつくっておりまして。余り急勾配な

道であると、災害もありますけれども、そうい

う運搬車も上がらないと。そういうことで、あ

る程度最低ラインの道の勾配というのを作成基

準の中で定めまして、指導しているという状況

でございます。

もう一つ、179ページの森林環境税○濵砂委員

です。はっきり覚えてないんですが、徴収基準

はどうなっていたんですかね。

森林環○黒木みやざきの森林づくり推進室長

境税の徴収基準ということでございますが、基

本的に県内に住所を有する 世帯のほうから500※

円ずつ、年間集めることにしておりまして、年

間で約３億円の環境税が集まるということに

なっております。

500円というのは、基準は１人か○濵砂委員

ら500円ですか。住民税に加えて。

県内に○黒木みやざきの森林づくり推進室長

住所のある人に対しまして、住民税を徴収する

ときに、あわせて500円をいただくということに

しております。

個人ですね。○濵砂委員

※○黒木みやざきの森林づくり推進室長 はい、

個人です。

、 、○濵砂委員 現在までの積立金は トータルで

どのくらいあるんですか。ついでに使用事例が

あれば。

平成29○黒木みやざきの森林づくり推進室長

年度末におきまして、１億1,600万の残というこ

とになっております。

本年度が補正後の額で３億426○濵砂委員

万8,000円でしょう。

これか○黒木みやざきの森林づくり推進室長

ら使途事業としまして、森林環境税はいろんな

事業に使っておりますので、それを支払った後

の残額が今言った数字でございます。

使用の主なものは、どんなものな○濵砂委員

んですか。

主に県○黒木みやざきの森林づくり推進室長

民参加の森づくりとしまして、ボランティア活

動に対する補助とか、それから本県の場合は再

、造林が非常に重要な案件になっておりますので

広葉樹の造林とか再造林する場合の補助金の上

乗せとか、そういったものに使っております。

189ページの、浄化槽の整備事○濵砂委員

業、1,500万の減額。これは今現在使用している

のが宮崎市と日南市と綾町でしたかね。そのほ

かには、この制度を利用している市町村はふえ

てないんですか。

※16ページに訂正発言あり
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今委員おっしゃったよ○川井田環境管理課長

うに、宮崎市、日南市、綾町が今この制度を活

用されております。今のところ、この３自治体

です。まだこれからです。

非常にいい制度で、１割ぐらいの○濵砂委員

持ち出しですね。

そうです。○川井田環境管理課長

今までのものとするとかなり条件○濵砂委員

がいいんですけれど、何で進まないのかなと思

うんですが、営業しているの。

、○川井田環境管理課長 私どもも各市を回って

この制度を御説明してまいりました。一応首長

。さん方も理解をしていただいておるところです

ただし、実際これを進めるとなりますと、ま

ずは制度的に自治体でそういう組織をまず確保

しないといけないというのと、それとあと今実

際に個人設置型で補助しております。６割負担

を、個人が出しております。ことしから制度を

始めますと、１割負担になりますとなったとき

、 、に １年早く個人設置型でつけた人の負担金と

、これからされる方の負担金の差がありますので

そのあたり不公平感が出るんじゃないかという

ことも危惧をされております。

そういうこともありまして、そう簡単にさあ

やりましょうというわけには、なかなかまいら

ないので そこは各自治体でいろいろ知恵を絞っ、

て進めるようなやり方で、今、我々も説明をし

ているところでございます。

。○濵砂委員 ぜひ進めていただきたいんですよ

この前もちょっと話をしたけれど、20年ぐらい

前ですよね、浄化槽整備をしているのは。ほと

んど20年か30年ぐらい前なんですよ。

そのときにエリアをつくって、この範囲全部

下水道に流しておりますという条件でこの設備

をつくっています。かなり大きな設備をつくっ

ていますが、これがまだ全部使用されてない。

配管、本管が入ってないところが計画の中にま

だあるんですよ。これ本管を引いて、そこでみ

、 、んなが下水道使用を始めて 全体が動き始めて

初めてこれがフル活動する。途中なもんですか

ら、本管を引いた後に、それも５年以内につな

ぎ込みなさいということだったんですが、これ

はなかなか資金的な都合でうまくいってないの

が現実なんですよね。

高くつくから、ここで切って。奥のほうのエ

リアの中の人たちも これを利用したほうがよっ、

ぽど安いんです。何かいい方法ないものでしょ

うかね。また検討してみてください。

また市町村と検討させ○川井田環境管理課長

ていただきます。

193ページ、海岸漂着物地域対策推○濵砂委員

進事業費の6,300万の減額。この漂着物の処理、

最終処理はどうしているんですか。

、○天辰循環社会推進課長 基本的に海岸漂着物

流木等につきましては海岸管理者、例えば県の

県土整備部、農政水産部、ここが管理者として

基本的には処理はしております。

ただここで言っております補助金につきまし

ては、さらに環境整備とか、そういった環境美

化の点からやる補助金ということ、もう一つは

啓発ということで、これは組んでおる事業にな

ります。

最後の処理はどうするんでしょう○濵砂委員

かね、集めた漂着物は。

基本的に処分場、最○天辰循環社会推進課長

終処分場のほうに持っていくなり焼却。形態に

よって違います。またその内容によっても違い

ますが、それを分けた上で処理をしているよう

な状況でございます。

この説明事項の中で、たくさん国○濵砂委員
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庫補助決定等に伴う減額補正してるんですが、

これつまり国に補助金の申請してたけれど、認

められなかったということなんですか。

詳細を申し上げます○天辰循環社会推進課長

と、実は例年は当該年度に国が予算を組んだも

のを翌年度に繰り越して、各県に交付していた

状況がございます。

ただ28年度につきましては、通常は繰り越す

分を当該年度に経済対策予算として執行してし

、 。まったために 29年度は県に交付がなかったと

そのために実質的な交付決定がなかったという

ことで減額という形になります。

県はしかし、それを予定して予算○濵砂委員

を組んだけれども、２分の１なり３分の１なり

そうなんですが、国からの助成がなかったため

に執行できなかったということでしょう。

そのとおりでござい○天辰循環社会推進課長

ます。

山下委員の説明のときに○甲斐森林経営課長

訂正がございました。

林業専用道路の２万5,000円の分につきまして

は、先ほど３級林道と言いましたけれど、林道

の２級クラス、２級林道扱いという形でありま

す。

、それと県単での作業道の復旧と申しましたが

この林業専用道の２万5,000円のものにつきまし

ては、国の中に補強事業というのがございまし

て、その事業を使って補強するということもで

きるという事業でありますので、ここを訂正さ

せていただきたいと思います。

今の説明では、この２級で２○山下委員

万5,000円ということですよね。これ３級の場合

で何ぼですか。１級の場合で何ぼですか。メー

ター当たりの単価、教えて。

通常は大きな森林基幹道○甲斐森林経営課長

とかは１級というような形ではやっているんで

すけれど、１級から３級までのこういう仕分け

というのは、普通はやっておりません。

今回の林業専用道に関しては、２級林道扱い

という規格に合っているということで、２級相

当になっているという形でございます。

さっき言った、以前ですよね、作○山下委員

業道入れるのに、メーター１万円しかないと。

これが３級だったのかなと今思ったんですが、

私も現場に行ったときに、メーター１万円しか

ないもんだから、ここにＵ字溝とか入れて、グ

レーチングまでかけてやりたいんだけれども、

とても予算内でできないと。現場でそこ辺の予

算額と工事単価がうまくいっているかなという

ことで、疑問だったもんだから確認。そういう

問題、何もないですか。現場とのそごというの

は。

そういう申請があったら○甲斐森林経営課長

現地の状況を見て、これが実際２万5,000円でき

ちっとできる道かというのは、事前に現地を調

査するというような形です。

それとこの2,000円ぐらいの道も、現地を見な

がら、例えば傾斜が非常にきついとか、岩盤が

出て、これは道の開設としては余り適切でない

というところについては、ちょっと厳しいです

よと指導していくという形で、現状では言って

いるという状況でございます。

ぜひ現場を見ていただいて、そこ○山下委員

辺はあと２次災害が出ないような、ちゃんとし

た体制がとれるようにしていってください。

それと同じく、さっきの常任委員会資料の４

ページなんですが、④木材加工流通施設等整備

事業。これは今、大径材がどんどん出てくる中

で、大径材を地元の製材工場で製材する機械

、 、─製材所 そういうところは二連びきですか
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帯のこが２本あって。その整備がなかなか進ん

でないということを聞いていたんですが、そう

いう整備にこれは使える予算と理解していいん

ですか。

今委員が○日髙みやざきスギ活用推進室長

おっしゃいましたように、これまで県内の製材

工場は柱をとるためのラインが主だったんです

が、大径材ということになりますと、柱をとる

と効率が悪いと。それで、大径材を板をとるよ

うな形で一度にひけるソー ギャングソーと─

いうような機械があるんですが 最近はそういっ、

た体質を変えていくことで、まさにＥＰＡ、Ｔ

ＰＰ対策では、生産量だけではなくて、外材が

ひいてないものをひくというような体質を変え

るというようなことですので、そういった大径

材から板を効率的にとるというような施設につ

きましても補助対象としております。

この予算の中で、そういうことが○山下委員

整備されてあるという認識でいいですね。

国のほうの○日髙みやざきスギ活用推進室長

補助対策につきましても、単なる生産量の増大

、 。だけではなくて そういった体質を変えていく

大径材をひいていけるように、板として出して

いけるようにというような方向性に変わってお

りまして、県としても、そのような方向で加工

施設の整備に取り組んでいくという方針でござ

います。

206ページの、これは林業普及指導○山下委員

費の中で説明があったんですが、この説明の中

の４番、みやざき林業青年アカデミー等研修事

業。これ減が769万なんですが、10名から５名で

。申し込みがなかったという理解でいいんですか

申し込みはこれより多○甲斐森林経営課長

かったんですけれど、面接とかそういうので、

最終的に５名になったということでございまし

た。当初は10名ということで、国のほうに給付

金を希望しておったんですが、最終的な決定し

た金額でまた国に要請をしまして、この金額に

なったということでございます。

どこの項目やったかな。事業の予○山下委員

算が組んであって、担い手も何か少なかったよ

うな項目。どこでしたっけ、担い手のこと。何

ページでしたっけ。

215ページの林業○三重野山村・木材振興課長

担い手総合対策基金の中の２番目です。森林の

仕事就業定着促進事業のことだと思います。

こちらにつきましては、継続雇用された事業

体に対して奨励金というものを助成していると

ころでございますが、残念ながら期間中に途中

でやめられてしまったとかで、当初予定されて

いた方にお金を支払われなくなったということ

で、減額しているところでございます。

ただ、いずれにしましても、私らも事業体に

対して、育てた方を雇っていただければ、こう

いう助成もするので、何とか継続して雇ってく

ださいということで、定着を応援しているとこ

ろでございます。

あとまた出てくるんでしょうけれ○山下委員

ど、林業大学校の整備が順調に進んでいるよう

ですが、その前段として林業青年アカデミーと

か担い手確保対策をこれだけやっていっても、

なかなか山に行ける、自分をかけるという、人

手が本当にどれだけ出てくるのかなと。この辺

でみんな事業計画どおりに申し込みがだあっと

来て、思いが上ってこないと、大学を開講して

いく意味がないと思うんですよね。それを問題

整理というか、この現状を踏まえて、どういう

議論されていますか。そのあたりを教えてくだ

さい。

御指摘のとおりなんです○川野環境森林部長
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けれど、なかなか林業アカデミーの定員が10名

、でやっているところで５名だったということで

私たちも林業大学校を開講するに当たりまして

非常に危機感を持っていまして、実際オープン

しても人が集まらないことが一番危惧されると

ころでございます。

今回のアカデミーの関係は、国の給付金を活

用させていただいているところで、いろんな条

件があって、その条件にそぐわない人が省かれ

た部分もありますが、十分に情報が行き届いて

いないというような実態もございました。

そういった反省点を踏まえまして、本当に林

業に就業していただく、そういう方たちの掘り

起こしの方法と、それから若い世代により林業

を知っていただくことが必要だ、親御さんも含

めて知っていただくことが必要だということを

考えまして、今回、当初でもお願いしているん

、 、ですけれど サポート体制というのをつくって

きめ細かに情報が行き届くような仕組みをつ

くっていく。

あと高校との意見交換等、今までやっており

ませんでしたので、今回、そういうことに着手

、 、いたしまして 高校のニーズ等も踏まえながら

情報提供も行いながら、高校からまた林業大学

校に次に入っていただくような、学生たちの掘

。り起こしにも取り組んでいきたいということで

危機感を持って、しっかりと林業をやっていた

だく人たちに情報を届ける仕組みをつくってい

きたいというふうに考えております。

かなりふんどし締めてかからない○山下委員

と。過去、緊急雇用対策事業の中で、これも林

業関係にかなり各分野から、森林事業の中で、

各森林組合とか、そういうところが雇用抱えて

やってきたんだけれども、なかなか山に対する

定着に行き着いてないんですよ。

だから、過去のいろんな事業、国もそれだけ

やってきた中でも、なかなか定着につながらな

いというのが大きな課題でありますから、よっ

ぽどしっかりと組まなきゃいけないと思うんで

すよね。

それと、なれてない人たちが山に入ってきて

林業事故というのがふえている。そういう相対

的な問題も整理していかないと、なかなか林業

に携わってくれる人たちの確保、担い手という

のが難しいかなと思うんですけれど、ぜひ問題

意識を持ってやってください。

さっき２級林道という話が出まし○濵砂委員

たね。私も知らなかったんですが、１級林道と

２級林道の違いというのは。１級林道、どこが

あるんですか。県内にたくさんありますか。

、○甲斐森林経営課長 通常で行く道というのは

ほとんどが１級林道でやっております。これは

規格、それから幅員も含めて、そういうところ

で規格というのを決めておりますので、今ほと

んど林道を抜いておりますけれど、それについ

ては１級林道と。

例えば広域基幹林道尾八重銀鏡線○濵砂委員

は、２級じゃないの。

尾八重銀鏡線は幅員４メ○甲斐森林経営課長

ーター以下で、２級林道になっています。

１級は５メーター以上だという話○濵砂委員

を聞いたんですけれど。そんな林道がたくさん

ありますか。

大体森林基幹道あたりは○甲斐森林経営課長

幅員と、路肩含めて５メーターというような形

でやっている道でございます。

確認のために、１級林道は、利用○濵砂委員

道路の範囲が５メーターでしょう。

はい。○甲斐森林経営課長

広いところ７メーターぐらい、両○濵砂委員
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横50センチずつとったら６メーター。これそん

なに見たことがないんですよ。１級林道、どこ

かありますか。

基本的な幅員の考え方は○甲斐森林経営課長

車道幅員が４メーター、それに横に50センチず

つ路肩がついて、トータルの幅員という形で出

しています。

だから、例として、どの辺の道路○濵砂委員

が１級林道というんですかね。

私もはる○福満環境森林部次長（技術担当）

か昔、三十何年前に林道の担当をしていたこと

があるんですけれども、基本的に林道規程とい

うことで定められていまして、わかりやすいの

は幅員によるものがあります。３級は車道幅員

が２メーター、そして２級林道が３メーターで

す。だから、路肩を入れると４メーターになる

わけです。１級林道は３メーターないし４メー

ターですので、最大、幅員も入れて５メーター

になるということです。

それと利用区域というのがありまして、たし

か500ヘクタール以上の森林面積がありますと１

級林道ということになります。

濵砂委員が、７メーターとかおっしゃられる

のは、大規模林道のことだろうと思います。そ

れは超１級というか、そういう形で特別に二車

線の道路が規格として認められて、それで開設

しているということでございます。

、 、○濵砂委員 だから 普通林道というのは１級

２級も正直、知らなかったんです。見たら広域

。 、基幹林道も２級なんです １級林道というのは

どこにあるんですか。私は知らないから聞いて

いるんですよ。

どの路線○福満環境森林部次長（技術担当）

というのが 私は記憶にないんですけれども 500、 、

ヘクタール以上の森林区域、利用区域があるの

はかなりございます。

500ヘクタールあるんですよ、いろ○濵砂委員

いろ調べたところが。１級林道、２級林道って

、分けられているのも知らなかったものですから

そこで１級林道にということでお願いをしてい

るんですけれど。１級林道が、この付近にある

んですかというとないんですよ。

例えば濵砂委員の地元で○甲斐森林経営課長

、 、ある 児湯であれば長谷児原線とか小川銀鏡線

こういうのは１級林道。

これ１級なんですか。○濵砂委員

１級林道でございます。○甲斐森林経営課長

わかりました。○濵砂委員

皆さん方、現場がぽんぽん出てく○山下委員

るようでないといかんわ。

それと、今１級、２級、３級という表現があ

りましたが 用地買収ですよね これは１級だっ、 。

たら５メーターとか、何メーターとかでも、用

地は無償提供になっているの。２級、３級は多

分無償提供だったと思うんだけれど、どんなに

なっているの。

一応基本的に林道につき○甲斐森林経営課長

ましては、用地買収はしておりません。大規模

林道とか、こういうものについて国が、緑資源

機構でやっていたのは、用地買収まであったん

ですけれど、今やっております広域基幹、森林

基幹道、こういうものにつきましては、ほとん

どが用地については無償提供でございます。

わかりました。○山下委員

先ほど○黒木みやざきの森林づくり推進室長

濵砂委員から御質問のありました森林環境税の

集め方なんですが、私は、県民税の均等割で、

個人から３億円という話を申し上げましたが、

正確には個人からは２億5,000万、あと残り法人

から5,000万ほどいただいておるところでござい
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ます。

193ページの産業廃棄物税の増額補○髙橋委員

正です。産廃税がふえたということで4,500万で

すか。ということは産廃の量がふえたというこ

とですよね。いろいろと中身を今から聞かない

といけないんですけれど、リサイクルが進んで

ないという考え方もあるし、経済が活性化して

いるのかなと。それと木質バイオマスがふえた

ですよね。灰を捨てる。そういったところも考

え、いろいろ想定してみたんですが、この間の

産廃税がふえていれば、そういった数字的なも

の、それと要因について教えてください。

今委員のおっしゃる○天辰循環社会推進課長

とおりなんですけれども、産業廃棄物の処理量

そのものは、そんなに大きく変わってないです

が、その年によって若干増減がございます。景

気動向等が原因ではないかというふうに言われ

ておりますけれど、正直はっきりした原因とい

、 。うか理由が まだわかっていないような状況で

たまたま今年度はそういった実質量がふえて税

収が上がったという状況で、毎年度、若干増減

がございます。

右肩上がりで上がっているんじゃ○髙橋委員

ないかと想定したんですが、そうじゃなくて、

その時々で、大体現状維持だったりということ

なんですね。

税収のほうにも出て○天辰循環社会推進課長

きているわけなんですけれど、毎年度、29年度

はちょっと多くなっておりますけれど、それま

では数千万の間で増減しております。

産廃税の減免措置があったような○髙橋委員

気が。ありませんかね。

産廃税につきまして○天辰循環社会推進課長

は、最終処分場に持っていく場合は１トン1,000

円、焼却の場合は１トン800円ということで決め

られておりますので、それを持っていった段階

で、その分が加算される形になります。

。○髙橋委員 減免措置はないということですね

減免措置はございま○天辰循環社会推進課長 ※

せん。

わかりました。木質バイオマス、○髙橋委員

先ほど言いましたけれど、今からまた、ふえる

可能性はありますよね。ということは、それだ

け灰が出ていますので、その灰の利用は、木質

バイオマスに限らず、いろんなリサイクルをさ

れているじゃないですか。タイヤ、アスファル

ト、いろいろとあると思うんですが、そういっ

たところ、余り進んでないんですか。

木質バイオマス○三重野山村・木材振興課長

の話でございますが、こちら山村・木材振興課

、 。のほうで その部分についてお答えいたします

事業者が、まず灰をどうしているかというこ

となんですが、基本、産業廃棄物処理というこ

とで今やられています。とはいえ、県内事業者

の中で、こちらについて有効利用できないかと

いうことを検討されている企業もございますの

で、そういった企業とバイオマス工場のマッチ

ングを進めているところでございます。

木質バイオマスが、これからどうなるかとい

う話なんですが、幾つか私どもにいろいろなお

話はいただいているところですが、正直、県内

素材生産がかなり多くなってきてございますの

で、私どもから事業者さんに対しては、もしや

られるということであるとすると、そこの調達

のところをしっかり確認をして、また御相談く

ださいといってこなしているというところでご

ざいます。正直、余り大型のものがこれからど

、 、 、かどかと 三 四年前の状況みたいなことには

なかなかなりにくいのかなというふうには考え

※18ページに訂正発言あり
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てございます。

先ほどのお答えに○天辰循環社会推進課長

ちょっと追加いたしますけれども、産業廃棄物

がふえた状況なんですが、実は熊本地震の関係

で、若干昨年度からそこがふえてきておる状況

にはございます。

それともう一つ、減免措置の関係なんですけ

れど、基本的に、焼却が、１トン当たり800円な

んですけれども この場合に焼却することによっ、

て、それが発電に活用できるものについては、

減免ができるという規定はございます。けれど

も、実質的にはほとんどそこは適用されていな

いというような状況はございます。

わかりました。○髙橋委員

、 。思い出したんですけれど 王子製紙ですよね

バイオマス発電を始める前に、たしか自家発電

でタイヤとか燃やしていて発電をしていたよう

な。それが減免措置だったんですよね。

。○天辰循環社会推進課長 確認させてください

あと一点、委員会資料４ページ。○髙橋委員

わからないところがあったものですから ちょっ、

、 。とお聞きしますが 間伐材の生産強化対策事業

間伐材というのは木を植えて育てる間に間伐し

ていく流れがあって、だから、この事業は間伐

材に特化してやる事業だなという思いで聞いて

いたんですけれど。材を製材所に持っていくと

きには、これが間伐材なのか本材なのかという

のは、チェックはどうやってするのかなと、今

聞きながら疑問を持ったんですが。

この間伐というのは、一○甲斐森林経営課長

応ＴＰＰ対策というか、こういう合板・製材と

いう形の中でやっておりまして、特に間伐材に

つきましては、出材証明というのを一緒に出し

ていただきます。ここの山からここに出しまし

、たよという形での出材証明を出していただいて

要はその計画にそった間伐の予定地からの材で

あることの証明をつけて行っております。

その証明は誰が出すんですか。○髙橋委員

これは 出荷者が出荷証明○甲斐森林経営課長 ※

書をつけて申請するということで。

出荷者が出荷証明を出すのは簡単○髙橋委員

だと思うんですけれど、盗伐とか誤伐とかあり

ますから、第三者が確認しないと。だからこれ

は間伐材ですよと言いながらも本材だったりす

ることもあるんじゃないかと、そういう疑問が

あったもんですから、あえて聞いてみました。

これは計画に基づいてと○甲斐森林経営課長

いうことで、事業主体がどこどこの事業体とい

うのがはっきりと明確に決まっているものです

から、そこから出てくる材については、こうい

うふうにして出荷しましたよという証明をつけ

て、この事業に乗せていくという制度でござい

ます。

それと前後して申しわけないです○髙橋委員

が、間伐材に特化して事業をするわけだから、

間伐材を出す山というのは、相当あるんだとい

う理解をすべきなんですね。

一応この全体的なスキー○甲斐森林経営課長

ムの図面がございますけれども、要は製材工場

とか原木市場、こういうところに持っていく流

れに供給する材を間伐の事業で出しているとい

、 。うことで 量としてはきちっとした量があると

それと先ほどの説明の中で、出荷証明が出材

者からというふうに言いましたけれども、これ

は市場のほうが、ここから出荷されましたよと

いう証明をつけて出してもらっているというこ

とでございます。訂正いたします。

一つだけ、215頁の林業担い手○日高副委員長

総合対策基金事業、減額になっているわけです

※このページ右段に訂正発言あり
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けれど、担い手の現状について大まかに説明し

てもらえないでしょうか。

林業担い手でご○三重野山村・木材振興課長

ざいますが、全体2,222名というところが、国勢

。調査の結果で把握しているところでございます

前回調査結果は2,480名でしたので、ざっくり１

割ぐらい、５年前に比べると減少しているとい

うことでございます。

山の作業は、伐採作業と造林作業と大きく２

つに分けられますが、特に不足しているという

のが、後者の造林作業の部分でございます。こ

ちらの部分の人が特に減っていると。一方、素

材生産のほうは、高性能林業機械の導入等も行

われましたので、現場なりの生産性は上がって

おりまして、何とか持ちこたえているという状

況でございます。

ですので、私どもは、そこの担い手の確保と

並行しつつ、山の作業というのをなるべく省力

化していくということもやっていかなきゃいけ

ないなというふうな問題意識で進めているとこ

ろでございます。

他の製材業とか、検針とか、○日高副委員長

そういった事務作業は、多分いると思うんです

ね。作業班が多分いないのかなと。ざっくり林

業担い手というと全て入るんですね。だから、

今度、林業アカデミーが集まって10名、５名と

いうことだったんですけれど、どこに行くかと

いうと、製材所に行ってもらったら余り意味が

ないような気がするんですね。伐採班として、

伐採班の担い手として、そういった造林作業と

か、そういうのをやるのが県としては、これか

ら森林づくりしていく中では、一番重要なポイ

ントだと思うんですけれど、その辺、どう受け

とめてらっしゃるんですか。

製材側にそちら○三重野山村・木材振興課長

の担い手が流れてはというお話でございますの

で、今、予定されているカリキュラムをつらつ

ら見ますと、基本、山側のことを中心に学んで

いただくということで組まれています。

一方で、宮崎県の特徴は、川上から川下まで

しっかりした体制ができ上がっていると。県内

で生産されたものは付加価値をつけて、外に出

、ていくというような流れができておりますので

宮崎で学んでいただく以上は、製材だとか川下

についても、カリキュラムの中に取り入れなが

ら、そういった人材を育てていくということか

なと考えてございます。

林業に魅力を感じて、若者が○日高副委員長

就職をしていくという中で、今、林業だけじゃ

なくて、全てに言われているのが、自分がやっ

ている作業、仕事に対する対価というのはなか

なか厳しいと。山になってくると、これだけ働

いているのに所得はこれだけしかないというの

は、これ現状として確実に出てくるところがあ

ると思うんです。

これをどうにか埋めないと、次の段階へ進め

ないと思うんですよね。そこら辺、今私が言っ

たからといって、すぐこうしますと、すぐわか

りましたとは言えないと思う。私どもだって、

そこってなかなかどう対策していこうかってい

、 、 。うのは すごいあれなんで そこをもっとこう

林業従事者の所○三重野山村・木材振興課長

得水準が低いではないかといったところ、御指

摘のとおりでございまして、たしか全産業と比

べてみましても、県内全体が月26万ぐらいだと

すると、林業界だと20万ぐらいと。それでもい

ろいろ事業者さんに聞いてみると、そこまでも

、らっているかなといったところもございまして

私どももそこは重々承知してございます。

すぐにそこをふやしていくというのは、なか
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なか難しいところでございますが、一方で人は

減ってくるところもございますので、そこは生

産性を向上させていくということで対応してい

くのが、ひとつ方向ではないかというふうに考

えてございまして。目の前の対策と、将来的に

少ない人数で回して、取り分はよりふえるとい

う方向に持っていけるように、しっかり私ども

も仕事をしていきたいというふうに考えてござ

います。

先ほどの髙橋委員の○天辰循環社会推進課長

王子製紙の質問の関係なんですけれども、今確

認しましたところ、課税そのものにつきまして

は、税務課のほうで行っているわけなんですけ

れども、詳細については非公表ということに一

応なっております。

ただ確認したところ、うちが聞いているとこ

ろでは、旭化成と王子製紙については免税、免

除されているというふうに聞いております。

それでは議案についての質疑を○後藤委員長

終了いたします。

続きまして、その他報告事項に関する説明を

求めます。

常任委員会資料の６ペー○廣津自然環境課長

ジをお開きください。

総合評価落札方式における低入札価格調査制

度の取り扱いについて御説明いたします。

これは （１）の趣旨にありますとおり、昨年、

９月に、国から総合評価落札方式には最低制限

価格制度ではなく、低入札価格調査制度の活用

等によりダンピング受注の防止を徹底するよう

要請がありましたことから、総合評価落札方式

への低入札価格調査制度の適用を試行すること

としたものであります。

右のページの参考１をごらんください。

現在実施しております入札方式は、表の上２

行にありますとおり、条件付一般競争入札の総

合評価と価格競争、指名競争に分けられます。

現状では、いずれも最低制限価格制度を適用

しておりますが、このうち総合評価について低

入札価格調査制度に変更するものであります。

次に （２）の最低制限価格制度からの変更点、

であります。

まず、①の低入札価格調査の実施であります

が、右のページ、参考２をごらんください。

右側の最低制限価格制度では、予定価格を１

億円とした場合、応札額が最低制限価格の9,000

万円を下回ると一律失格となり、ＤかＥのうち

評価値が高いほうが落札者となります。

一方、今回試行を開始します左側の低入札価

格調査制度の場合、最も評価値が高い者が低入

札調査基準価格以上の場合は、最低制限価格制

度と同じでありますが、低入札調査基準価格と

失格基準価格の間、表でいきますとＢとＣが最

も高い評価者となった場合には、品質確保の実

効性や施工体制を確認し、落札者とするか否か

を決定するため、低入札価格調査を実施するこ

とになります。

なお、低入札調査基準価格は90％程度で、最

低制限価格と同じ水準となります。

次に、②の失格基準価格の設定であります。

これは、適正な施工が確保できない蓋然性が

高い応札者を一律失格とする、失格基準を新た

に設けるものでありまして、基準価格は予定価

格の85％とすることにしております。

、 。次に ③の施工体制評価点の導入であります

、 、右のページの参考３にありますように 現在

総合評価落札方式における技術評価点は、上の

段のようになっておりますが、新たに施工体制

評価点10点を設け、低入札調査基準価格以上の

応札者に対して加点するものであります。
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次に、④のその他品質確保を図るための主な

措置でありますが、まず１点目は、低入札調査

の結果、落札者となった場合に技術者の追加配

置を義務づけ、現場代理人と技術者の兼任を認

めないことにしております。

２点目としまして、過去５年間の県工事成績

点の平均が、全企業の平均点を下回っている場

合は、低入札価格での受注を認めないことにし

ております。

最後に、３の施行でありますが、ことし６月

から国の低入札価格調査制度に対応されている

業者の多い、土木一式と建築一式の特Ａの工事

で試行し、影響を確認しながら段階的に適用を

拡大することにしております。

説明は以上です。

資料の８ページをお開き○甲斐森林経営課長

ください。

林業担い手育成総合研修、みやざき林業大学

校（仮称）基本計画案について御説明いたしま

す。

、（ ） 。まず １ の検討の経緯についてであります

林業大学校につきましては、11月議会の常任

委員会におきまして、基本計画の中間報告をさ

せていただき、その後、12月に開催しました県

森林審議会からの意見聴取を行いました。

また、１月から２月にかけて、市町村や林業

関係団体、高校など、大学校の開講に向けた意

見交換会を実施し、基本計画案として取りまと

めたところであります。

。お手元に別冊の資料１というのがございます

これが林業大学校の基本計画案ということで

ごらんください。

この基本計画案におきまして、11月の常任委

員会で御説明しました中間報告から修正した内

容につきまして御説明いたします。

まず１ページをごらんください。

２にありますように、林業担い手の育成の現

。状と課題を１ページから２ページに加えました

育成する人材の区分別に必要な人材育成の取り

組みを明記したところでございます。

次に、飛んでいただきまして７ページをごら

んください。

参考資料といたしまして、本県林業の現状を

示したグラフを添付しております。

それ以外の内容につきましては、大きな変更

点はありません。

恐れ入りますが、再び常任委員会資料の８ペ

ージをごらんください。

（２）のパブリックコメントの実施結果につ

いてであります。

基本計画の素案について、県民から意見を聞

くため、パブリックコメントを実施しました。

①の実施期間は１月15日から２月14日の１カ

月間で、②の意見の件数は25名の方から65件の

意見が寄せられました。

③の主な意見の概要としましては、線で囲ん

でおりますが、まず丸の即戦力として働ける人

材の育成に重点を置いてほしいとの、育成すべ

き人材についての意見や 次の丸 長期課程で15、 、

名を集めるのは厳しいのではないかとの募集に

関するもの。

上から５段目の丸の市町村職員に対し、伐採

届出制度等の法的事務がしっかりできる研修を

設けてほしいとのカリキュラムに関するもの。

それから、下から３段目の県南にも研修拠点

が必要ではないかとのサテライト施設での研修

実施に関するもの。

一番下の受講料について、どのように考えて

いるのかとの運営に関するものなど、今後の参

考となる貴重な意見をいただきました。
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なお、長期課程の受講料につきましては、県

立高校の授業料相当額を予定しています。

また、パブリックコメントの実施によって、

基本計画の内容を大きく見直す必要はありませ

んでした。

９ページをごらんください。

（３）の林業大学校の開講に向けた取り組み

についてであります。

林業大学校の基本計画の中に詳しく記載はし

ておりませんが、論点として整理し、林業大学

校の特色となっている受講につきまして御説明

いたします。

まず、①の募集活動につきましては、高校卒

業者の受講生を着実に確保するため、高校への

学校訪問による説明や 学校推薦 オープンキャ、 、

ンパスを実施することにしております。

また、ホームページの開設や、就職相談セミ

ナー等を開催するとともに、市町村の協力によ

、 、る広報や マスコミを通じた周知にも取り組み

林業への理解や魅力がわかりやすく伝わるよう

説明に努め、積極的な募集活動を展開してまい

ります。

次に、②のサポート体制につきましては、受

講生が安心して充実した研修を受けることがで

きるよう、官民が一体となり、イメージ図に示

しておりますように、受講前、受講期間中、受

講後のそれぞれの場面において、オールみやざ

きで支援するものであります。

具体的な支援の内容には、受講前には受講生

の募集及び確保、また受講期間中には講師派遣

や機材・実習フィールドの提供 インターンシッ、

プ受け入れや住宅提供などを、さらに受講後に

は林業分野への就職支援を行うこととしており

ます。

このサポート体制の構成メンバーとしまして

は、市町村や林業関係団体、民間企業、教育機

関、国などを想定しており、来年度の秋ごろに

はサポートチームの結成を目指しているところ

であります。

次に、③のカリキュラムの特徴につきまして

は、現在実践的な知識や技術、技能を習得する

みやざき林業青年アカデミー研修を実施してお

りますが、その内容に次のカリキュラムを加え

て拡充します。

まず、本県林業の歴史や先進性を学び、林業

への深い愛着の醸成や、コミュニケーション力

やリーダーシップ等を身につけ人間力の向上。

林業の基礎からＩＣＴ等最新技術まで幅広い

内容。

インターンシップの充実。

一層の低コスト化や林業労働安全衛生など、

本県林業の課題解決につながるカリキュラムも

盛り込むことにしております。

次に、④の総合的な人材育成の仕組みにつき

ましては、本県が取り組んでいる研修の質的、

量的な充実強化を図り、新規就業者を育成する

１年間の長期課程に加え、さらなる専門技術等

の習得や、林業経営者などのキャリアアップに

つながる短期課程や経営高度化課程を設けるほ

か、林業振興や地域活性化のためのリーダー養

成課程、青少年や一般県民を対象にした公開講

座など、幅広く総合的な人材育成に取り組むこ

ととしております。

（４）の今後の取り組みにつきましては、平

成30年度に研修コースの具体的なカリキュラム

作成や受講生の募集、サポートチームの結成、

施設・機材等の整備などに取り組み、平成31年

度のみやざき林業大学校（仮称）の開講に向け

て準備を進めてまいりたいと考えております。

説明は以上であります。
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それでは、その○三重野山村・木材振興課長

他報告事項の３番目でございます。

耳川広域森林組合における不適正事案につい

て、山村・木材振興課からでございます。

お手元の資料の10ページでございます。こち

らにつきましては、去る１月29日に報道なども

ございましたので、その後の経過について御説

明をさせていただきます。

まず、事案でございますが、これは耳川広域

森林組合におきまして、当時、総務部長であっ

た元職員から、平成23年10月から28年11月まで

の５年間に、組合員から預かっていた出資金

森林組合は組合員が出資して成り立ってい─

る組織でございますが、この出資金について組

合員からの払い戻し請求があったと偽るなどい

たしまして、組合の口座から預金を引き出して

着服したというものでございます。

被害総額でございますが、これまでのとこ

ろ、6,777万円程度、そのうち630万円程度が本

人から返済されているというふうに聞いてござ

います。

次に、発覚の経緯、２番目でございます。

こちらにつきましては、不正に出資金の払い

戻しが行われていた組合員が、その後、出資金

、 、の払い戻し請求 これは全うな請求なんですが

行ったところ、どうもその請求可能な額と払い

出しされた額の差額が生じていたということで

判明したということでございます。

こういった事案の発生を受けまして、耳川広

域森林組合の対応経過でございますが、まず、

組合については、３の①でございます。

昨年12月に不正を行った職員について懲戒処

分というのを行いまして、翌月、１月26日に警

察へ告訴状を提出、１月30日に臨時総代会を開

催して、組合員の代表である総代に対して説明

を行ったほか、記者会見を行ってございます。

あわせて、組合長、副組合長、参事の３名が役

員報酬、給与の一部というものを１月分から当

面の間、自主的に返納されているというところ

でございます。

②の改善に向けた取り組みでございます。

組合自身につきましては、アの職員のコンプ

ライアンス意識の醸成を図るということで、２

月23日に全職員を対象とした外部講師によるコ

ンプライアンス研修というのを実施しておりま

すほか、イの再発防止に向けた体制整備を図る

ため、職制規程などの規程の見直し、あるいは

内部牽制機能の強化というのを、今できるとこ

ろをやったということでございまして、２月22

日からは不適正事案の事実確認、原因追及、再

、 、発防止策の検討を行うために 組合自身でなく

第三者委員会というのを立ち上げまして、３月

末までに委員会の検討を行うと、その結果を踏

まえて原因確認であるとか、責任の所在確認、

再発防止策の検討というのを行った後、県に報

告してくるということになってございます。

最後に、県の対応でございます。

森林組合は、私どもの所管監督ということで

ございますので、１月11日と22日の２日にわた

りまして、組合法に基づく検査を実施しており

ます。

また現在、その検査結果を踏まえまして、改

善対応策について報告しなさいという報告徴収

命令を行っておりまして、３月末までにその提

出を求めるということにしてございます。

そういった改善対応策の提出を受けまして、

内容を精査するとともに、実行状況の進捗状況

を確認するということで、早期の改善につなげ

ていきたいと考えてございます。

また、耳川広域森林組合以外の森林組合につ
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きましても、県の森林組合連合会と連携しなが

ら、組織内の情報共有化推進など、内部牽制機

能の強化あるいは研修などを通じまして、改め

て組合員のための組織ということでコンプライ

アンス意識の啓発を進めていきたいというふう

に考えております。

また、県が行っております常例検査でござい

ますが、こういった、今回の結果を踏まえまし

て、検査項目の見直しなど、検査技術の向上に

努めてまいりたいと考えてございます。

御心配をおかけしているところでございます

が、組合も立ち直りを進めていきたいというふ

うに考えているようでございますので、私ども

もしっかり、そういった方向で回るように、指

導、監督していきたいと思っております。

以上でございます。

ありがとうございました。○後藤委員長

それでは、その他報告事項、３点についての

質疑はありませんか。

総合評価落札方式のことについて○井上委員

ちょっとお尋ねいたしたいんですが、やはりで

きるだけこの３部にかかわる公共事業をやって

いただく方たちも経営状況がよくなっていくよ

うに、そして、そのことも含めて考えていかな

いといけないと思うんですが、結局、最初のと

ころの予定価格についての変更というのは、そ

れを積み上げていくやり方については変更はな

いと理解していいんですか。

今回の制度は、総合評価○廣津自然環境課長

落札方式に最低制限価格制度は適用できないと

いう地方自治法施行令上の問題で取り扱いを改

正するものでありまして、予定価格の積み上げ

方式等について、見直し等を行うものではござ

いません。

結果からして、前のやり方と大き○井上委員

く、その業界の方たちに対してプラスになるよ

うな何か変化といったら、どこを皆さん方は言

うわけですか。

従来は、資料の７ページ○廣津自然環境課長

の参考２のところにありますけれど、最低制限

価格制度であれば、９０％を下回れば失格とい

う状況がございましたけれど、低入札価格調査

制度に移行することで、そういった調査はする

わけですけれど、業者さんの持っていらっしゃ

る手持ちの機械であるとか資材であるとか、そ

ういった、契約を適正に履行する能力が認めら

、 、れれば 落札者となり得るというようなことで

、 。その点では 受注の機会はふえるとは思います

ただ、ここでいいますところの低入札調査基

準価格以下の場合は、調査をするようになって

おります。その調査につきましては、いろいろ

な資料を作成して、出していただかなくちゃな

らない、そういった資料作成の負担が生じます

し、また必要であれば、ヒアリングなども行う

ということで、そういったことで業者さんの負

担も発生するような制度になっております。

できるだけ、やっぱり業者の方々○井上委員

も、楽になるようにと言ったら変なんですけれ

ども、そういう状況をつくり出すということが

基本的には必要なんじゃないかなと思うんです

けれど、これを見る限り、そう変わるのかなと

いうのが、若干疑問視されるところがあるんで

すけれども。私どもは入札制度について、落札

方式についてはいろいろ研究もしてきた経緯が

あるので、その中で、これを導き出したという

ことは、業界の皆さんにとってもプラスになる

というふうに理解できるような状況というのを

大きくアピールできるといいなと思うんですけ

れど、そこはどのようにアピールされるおつも

りなんですか。
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今回の低入札価格調査制○廣津自然環境課長

度を導入するということにつきましては、冒頭

申し上げましたように、地方自治法施行令上の

ところで適用できない。最低制限価格制度を適

用していたという制度上の問題を主な原因にし

て、今度の取り扱いになっております。

建設業者さんの健全な育成というところにつ

きましては、また別途、昨年はコスト調査やら

行いましたけれど、ああいったことでまた検討

していくことになると思います。

ちょっとこの６ページの④のとこ○井上委員

ろ、その他品質確保を図るための主な措置のと

ころの、技術者の１名追加措置を義務づけると

いうことについては、宮崎県内の業者にとって

みれば、そう負担になることではないと理解し

ていいんですか。

技術者の追加が、専任で○廣津自然環境課長

の技術者の追加ということで、受注業者さんに

とっては、かなり負担が大きくなるということ

になります。

やっぱり業界をどうしていくのか○井上委員

と、今度の議会の中でもちょっとありましたけ

れど、人材確保と同時に働き方改革をしていく

とか、そういう、もろもろの状況の中で、この

落札制度というのがどう生きていくのかという

のは、疑問がいっぱいあるなというふうに思っ

てしまうんですが、もっと議論していただける

といいなというふうに思います。

おっしゃっているように、地方自○髙橋委員

治法の関係で、仕組みが改定になったというこ

とで、ちょっと確認しますけれど、いわゆる最

低制限価格を下回っても救えることになるわけ

ですね。でも、そのためには、技術者の１名追

加を義務づけますよと。だから、コストが上が

りますよね。最低制限価格を、下回っても何と

か受注したいというところは、現実にはそうな

いんですよ。だから、今ピーピー言っているわ

けです。

だから、結局、強い業者が、経営のいい業者

がまた仕事をとるなという感じを持ったんです

けれど、その辺の何か考えがありましたら。

これまでは、最低制限価○廣津自然環境課長

格を下回るのは、品質の確保とか、しっかりし

た施工ができないということで失格にしていた

ラインです それ以下のところでの受注がひょっ。

、としたら可能になるということでありますので

そういったことになるということで。７ページ

の参考３のところを見ていただくと、施工体制

評価点 これが結局 低入札調査基準価格 90、 、 ─

％ですけれど、これを上回った場合には加点し

ますと、下回った場合には加点しないというこ

とで。この評価点を加点するしないというとこ

ろで、結構大きな影響が出てまいります。

そのほかにも、先ほどありましたように、技

術者の配置ということで、なかなかこの調査基

準価格以下での受注契約というのは、機会的に

は少ないのかなというふうに考えております。

もう決まり事で、こうせざるを得○髙橋委員

ないということですから、これはもう皆さん方

がどうのこうのじゃないと思うんですよ。いわ

ゆる最低制限価格以上で応札したほうがもうけ

、 。はあるわけで それはもう単純なことですよね

だから、先ほど言ったようなことが出てくるの

かなという、私の思いですが。

結局、その施工体制評価○廣津自然環境課長

点が受けられないということがありますし、一

つは非常に手間のかかる低入札調査を受けなく

、 、ちゃならないということで どちらかというと

この低入札調査基準価格を上回るところでの入

札というのが、ふえてくる可能性はあるのかな
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というふうには考えております。

次の林業大学校の件なんですけれ○井上委員

ど、私は、大変これには期待をするものです。

先ほどの補正の議案の議論のときに、やはり担

い手の確保というのをどうしていくのかという

のは大変重要な課題でもあるので、部長もお答

えになったように、サポート体制をどうしてい

くのかということは大変重要なことだというふ

うに思います。

結局は、この林業大学校のステータスと、そ

れから県内の他の大学との連携をどうしていく

のかと。３つ目は、やっぱり出口の問題をどう

していくのかという。この３点を、ちゃんとし

ておかないと、普通にただ林業の仕事を覚えさ

せるというだけの大学校ではちょっとなかなか

難しいと。ここに来ていただけるということに

はなかなかならないのではないかというふうに

思います。

ですから そういう意味で言えば 頭をちょっ、 、

と切りかえていただいて。ただ、林業アカデミ

ーにも行かせていただいて、あの方たちとも意

見交換会をさせていただいて、一生懸命そこで

やっていきたい、林業で生きていこうとする姿

勢というのについてはよくわかりますし、その

ことについては理解ができますから、それを応

援してあげたい、サポートしてあげたいという

気持ちは十分にあるわけですが、この林業大学

校そのものが 「大学校」と銘打つわけだから、、

そこにちゃんとしたステータスがないといけな

いと思うんですよね。

今回、カリキュラムの特色とかも含めてそう

ですが、林業青年アカデミーとは違うというこ

とも含めて、内容についての充実感というのや

らを持たないといけないと思う……。

だから、先ほど言いましたように、やっぱり

ステータスがないといけないということ、大学

であるということ、それと、県内の大学との連

携をきちんとやってもらいたいと。

それと、もう一つは、出口の問題をどうして

いくのかと。それがやっぱり、来ていただけ

る、15名を確保するための大きな力になるとい

うふうに思います。

だから、経営者としてのありようみたいなの

を含めて、林業を経営していくということをき

ちんと頭に入れていただいて、そのことによっ

、て人生の選択として林業を選択していただける

生き方として林業を、生活の一つの手段として

選択していただく、そういうふうにしていただ

きたいと思うんですが、現実にその議論という

のは進んでいるものでしょうか。

このカリキュラムなり、○甲斐森林経営課長

サポート体制と、いくつか課題がありまして、

要は、どういう形で将来、林業に入って伸びて

いくかという形がまず一つ。キャリアパス的な

イメージとしてどう考えるかということで、ま

ず、即戦力としての技術者を養成していく。そ

して、それから現場の監理、責任者というよう

な置き方にして、最終的には、経営の管理者と

して、経営をきっちりと握れるような幹部とい

う形の流れ、まずキャリアパス的なイメージが

必要と。

それと、大学校との連携という形では、やは

り宮崎大学とか、ほかの大学との連携という形

で、今、お願いをしております。

これは、サポート体制の中にも、こういう学

校の方と、それと国の機関等に入っていただい

て、そういう、学習的な質を上げる面でもぜひ

お願いしたいと、人間力向上の面からもそのよ

うな研修を入れていきたいというふうに考えて

おります。
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それから、出口対策というところで、特に、

今、考えておりますのが、やはりこのインター

ンシップというのをきちんとやりながら、研修

生が修了後に、希望を持っていけるような場所

との連携をとって、そういう実習機関というの

を持ちながらそこに入っていく。希望する職種

に行けるような形をとっていきたいというふう

に考えております。

ですから 県としましても そのような あっ、 、 、

せんなり、そういうものができるような形で、

給料面も含めて、安定的に就業できるような形

を、このサポート体制と連携しながら進めてい

きたいという考えではおります。

くどいのであれなんですけれど、○井上委員

やっぱりうちは林業技術センターとか、いろい

ろ持っているわけで、県が持っているいろいろ

なものは全て、やはりそこに集中させるという

ぐらいのあれをして、そして、本当の意味で林

業というのが何がおもしろいのか。先ほど山下

委員の発言に対して、大径材のあれを海外に輸

出するときの考え方を変えていくんだという、

ただ、大きく太く育てればいいということだけ

ではないんだと。海外に持っていく木の中身は

どうしていくんだと、だから、こんなふうな事

業もつくるんだみたいな話とか、やっぱりきち

、んと商売になるということも含めてですけれど

ファイナンスとイコールになっているというこ

とをきちんと教えていかないと、大学校に来た

意味がないんじゃないかなと思うんですよ。

だから、県が持っている、いろいろな試験研

究機関というのとリンクさせるということ、県

内の大学校もそうですけれど、そういうのをき

ちんとやっていただきたい。これは私の要望で

すので、本当に期待しているがゆえに、計画の

中身を緻密にやっていただいて。そして学校の

先生方というのは、林業大学校については絶対

に御存じないと、私はそう思います。県の機関

の中身についても、きちんと、学校の先生方に

も伝えて、子供たちにきちんとその話ができて

、いけるような人たちをつくり上げていかないと

林業大学校を選択していただくということには

なかなかならないと思うんですよ。

だから、いかにそこにいいものがあるのか、

そこに宝がどんなにあるのかということを教え

てさしあげるぐらいのことは、やっぱり県のほ

うもちゃんとやっていただきたいと思います。

期待しているがゆえに、よろしくお願いした

いと思います。

林業大学校ですよね。宮崎県も農○山下委員

業大学校とかあるんですが、農業大学校の場合

は、例えば、野菜というのは、年に何回展開し

てもすぐ経営にプラスですよね。畜産でも、牛

は３年目にはもうお金になってくるんですけれ

ど、この林業大学校は、孫の代に財産というの

で生きてくるということでしょう。だから、私

は、ここに入る魅力というのは何なのかという

ことをもうちょっと検討してほしいんですよ。

というのは、ただ、そのカリキュラムとか、

主な意見等の概要を見ても、何かやっぱり現場

の作業員確保のための大学校であるような気が

してならないんですよ。特用林産ですよね、シ

イタケなんかも、やっぱり取り組んだ中でのカ

リキュラムを入れてほしいということがあるん

ですが、例えば、私はもうちょっとどでかい魅

力を持たせることが必要じゃないかなと思うん

ですよ。

、 、 、 、例えば 荒れ山とか 放置林とか 宮崎県が

山が多い中での抱えている課題というのは多い

んですよ。だから、例えば、市有林でも国有林

でも部分林制度とか何とかあるんですが、例え
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ば、ここに来たら、山を10ヘクタール、皆さん

に預けますよとか、何か、そういう、どでかい

目標を持たせることによって、やっぱり仕事に

つながると。自分が業としてなしていける目的

が何かここに出てこないと、ただ、現場作業員

を集めるような大学校の目的やったら魅力はな

いと思うんです。

だから、ここに来た以上は、何かやっぱり、

ブランドを与えられるんだと、何かそういうこ

とって考えられないかな。そういうことを検討

したことはないですか。

委員の御指摘のとおりだ○甲斐森林経営課長

と思うんですが、今回のメニューの中でも、木

材加工技術者あたりを中心とした、新たな取り

組みとして、そういう、高品質材をつくるよう

な またそれを経営者の方にそこで語ってもらっ、

、 、 、 、て 将来 材をどうやって 流通に乗せるとか

そういうのを盛り込んで、できれば、そういう

人材をつくっていくと。自分で経営を考えられ

るというような人材もつくっていきたいという

ふうに考えております。

そういうのを経営高度化課程、こういう中に

入れ込んで、現在林業でやっている方のいろん

な分野の技術を知ってもらうとか、低コストに

つながるような技術も知っていただくような、

広い範囲での、もう一つ、１段上の技術、知識

が習得できるような研修に持っていきたいとい

うふうには考えております。

そういうことで、総合的には、こういう長期

の部分、それから、この短期の中の経営高度化

とか、短期課程の中でのより濃密な職員の研修

とかも考えておりますので、そういう中で、実

際の、そういう、広い視野を持てる人材を育成

できたらというふうに考えております。

今回、ちょっと質問もさせていた○山下委員

だいたんですけれど、所有者不明の土地ですよ

ね。山の面積もかなり、地籍調査がなかなか進

んでいない、それに対して、やっぱり山に対す

る魅力というのがなかなか出てこない。山の機

。 、能安定 売り値も立米１万ちょっとぐらいして

切る経費と運ぶ経費というのが出てきて、ある

程度ペイにはなっているかなと思うんですが、

ただ、経営として成り立つということは非常に

厳しいと思うんですよね。

だから、やっぱりもうちょっとこういろんな

山に対する魅力。これだけ経営したら成り立つ

んだよとか、そういう人たちを育てていかない

といけないと思うんですよね。だから、そうい

う優秀な経営者を育てていくと、そこについて

くる作業員は育ってくると思うんですよ、魅力

のある山産業にしていったらですよ。

だから、市町村の持っている山とか、県分よ

りもあるわけですから、県の林業公社やら、そ

ういうところと連携して、やっぱり山を、あん

たたちにこれだけ預けるよと。それで経営がで

きるという方向を示してあげて、そういう体制

に投資をしていかないといけないと思うんです

よね。ぜひ検討してみてください。

林業大学校が美郷にできるわけで○髙橋委員

すけれど、もちろん、事業の中身だったり、出

口だったり、おっしゃっているとおり、大事な

んです。

例えば、清武の青年開発隊とか、高鍋の農業

大学校とか、立地が町なかですよね。いわゆる

若者が高校を卒業して学びに行くわけですよ。

行く子たちは、割と自由な学びもイメージとし

て持っているはずですよね。林業大学校になる

わけですから、キャンパスを何かこう触られる

のかなと思って。今のままでそのままいかれる

のかな、あの建物で。やっぱり入校生がわくわ
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く感を持てるような、そういう雰囲気をつくっ

てあげないと、そこが大事だと私は思っている

んです。全く触らないんですかね、あの建物、

あのキャンパスは。

委員御指摘のとおり、や○甲斐森林経営課長

はり１カ所という形ではなくて、今回は、そう

いう公的施設を活用しながら、都城の木材利用

技術センターとか、そのあたりの活用をして、

サテライトというのを考えております。そうい

うところで、幅広く、誰もが来やすく、研修に

参加できるという形はとっていきたいと考えて

おります。

サテライトは、それはそれで置い○髙橋委員

ておいて、本校のイメージが大事ですよね。だ

から、きょうはここでとどめますけれど、工夫

して。繰り返し言いますが、18の子供たちが、

、 、やっぱり本当は東京に行きたいとか そういう

憧れというのがあるんですよ。わくわく感が持

てるような、そういう、何かキャンパスにして

ほしいなと思います。お金が多少かかっても、

それは後々もとをとれますよ。お願いします。

私の知り合いに、新規就農の息子○濵砂委員

さんがおるんですわ。おやじはベンツに乗って

おります、山師。自分で林業を経営してますけ

れど。

それで、林業科を出て、去年、就農して。二

十にならんと、今はまだライフルが撃てません

ので 今 箱わなで狩猟もして 冬は そういっ、 、 、 、

た狩猟をやるんですよ。合間を見て林家をやる

んですが、今の子は、仕事はすぐ覚えるそうで

。 。す ゲーム感覚で機械を動かすもんですからね

何でその息子さんが何なくこう、すっと入って

いったか。家も裕福なんですよ。個人で、二、

三人でやっている林家なんですけれど、そこに

は、さっきあったように、やっぱり山もちゃん

と持って、自分で育林もしているんですよ。

狩猟の総会、猟友会の総会に行くんですけれ

ど、その子と、いつも話をするんですが、もっ

とあか抜けして、スポーツ的な、そういう感覚

で狩猟もやらんといかんですよと。もちろん、

危険が伴うから、しっかり、それも考えてやっ

、 、ていかないかんけれども もっとあか抜けした

もっとこう感覚が今までの林業じゃなくて、現

代風のあか抜けした感覚でないと入ってこんと

思いますよ。若い人がチェーンソーなんかかつ

いで、本当、格好いいんですわ。やっぱり、そ

ういった憧れ的なものも一つは。

、 、それと 研修先の林業大学で話があったのは

山の中じゃ人が来ないみたい。やっぱり適当に

遊べるところ。それはそうでしょう、18、19の

子供が入るわけですから、やっぱり全てのもの

が賄えるところ、なおかつ勉強というのでない

と、いろんな面を考えてされたほうがいいかな

と思います。

親が裕福なら、子はそれを見て自分も継ごう

と思うんです。だから、何かこう将来の所得に

つながるようなこと。さっき山下さんが言われ

たけれど、山なんかもうただでくれる人もおり

。 、 。 。ますよ いや 本当 放棄地もたくさんあるし

まあ、裸山だったら、１ヘクタール当たり、５

万も出したら、10町歩あげたって50万じゃない

ですか。

だから、やっぱり、そういうものを含めて、

奨学金のかわりにそれをやるとか、すると管理

もできるわけだし。そういう、いろんなことを

考えて、林業大学、非常に難しいと思いますけ

れど、やっぱりやらないかんことですから、い

い学校になるようにしていただきたいなと思い

ます。要望です。

不適正事件のことで。まだ、今、○来住委員
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、捜査の段階なのかなと思っているんですけれど

ただ、１月に検査に入られておりますから。そ

れで、これ、約５年の間に起こっているんです

けれど、この手の事件はよくあるんですが、被

害額は、未確定でまだ正確じゃないんでしょう

、 。 。けれど 被害件数はわかるんですか 何人とか

被害がどれぐら○三重野山村・木材振興課長

いの規模だったかということなんですが、調べ

ている範囲でございますと、関係している組合

員さんが40名弱と。済みません、詳細のところ

は捜査などもございますので、大まかな数字で

ございますが、40名弱が減資の手続で被害が生

じていると。前渡金という事業の前渡しになる

んです その辺の関係で10名弱という方がいらっ。

しゃいます。

ただ、その方の財布からお金がとられたとい

うことではなくて、一旦、組合のほうに出資と

いう形で出されておりますので、組合の事業資

金の部分から、これぐらいの金額が抜かれてい

たという状況でございます。

多分、複数で物事にかかっている○来住委員

んだったら、なかなか難しいんだと思う……。

人間社会、それぞれ信頼の上に物事が成り立っ

ていますから。そうすると、この事件を起こし

た総務部長さんが、個人で物事を判断したり、

処理したりしたことによって、なかなか発覚し

にくいというのがあるんですけれど。

それで、一番下の、森林組合法第111条第４項

に基づいて検査。これは県のほうも毎年、会計

監査みたいなものをされているんでしょうか。

私ども常例検査○三重野山村・木材振興課長

ということで、毎年検査に入っておりまして、

組合の財務状況など、財務事業の状況を確認を

させていただいているところでございます。

その中で、今回、そういった手口ということ

を確認した後で、改めて見てみますと、かなり

決裁権を持っていらっしゃる方が意図してやら

れているというところが一つと。正当な手続の

中に、例えば、書類が偽造されたものが入って

いるだとかということ、非常に、正直、巧妙な

感じでございました。

後から、その手口を振り返ってみると、ここ

はやっぱりおかしいというのが、点と点がつな

がっていく感じになるんですけれども、その時

点で検査をする段階では 私ども その当時持っ、 、

ていた検査技術では、そこまでの解明はできな

かったというところでございます。

おっしゃるとおり、県として何を○来住委員

最大の教訓にしなきゃならんかということは、

当然、つまり見抜くことができなかったわけで

すよね。それは40名の方が被害を受けていると

いうわけですから、そうすると、40名の人が、

いわゆる払い戻しの請求書を出しているわけで

す。それは、40名全部字を変えて、どうやって

つくられたのか知りませんけれど、現実には、

何か、文書か何かが出ないと払い戻しできない

はずですから、本人の印鑑か何かがないとでき

ないはずですから、そこ辺が見抜けなかったと

いう点での教訓が一つあると。

それから、もう一つは、こういう事件が起こ

るのは、必ずそうですけれど、つまり、一人で

物事が全部処理される。そこはやっぱり、つま

り共同の、集団の名でちゃんと毎日毎日仕事が

されていけば、こういうことはまず、謀議をし

ないと起こらんわけですから。しかも、５年間

なんていうことになると、もうとても謀議はで

きないと思います。

ですから、それをどう今後の教訓にするかと

、 、いう ２つあるかなと思っているんですけれど

改めてお聞きしておきたい。
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結果として見抜○三重野山村・木材振興課長

けなかったということですので、今回のその手

口をわかった上からすると、実は、その減資の

手続というのが、例えば、総会の開催通知を出

しても返ってこない、所在が不明な組合員さん

のところがどうもターゲットだった感じです。

その手口をわかった元職員が意図してやったと

いうことなので、正直、相当悪質だなというふ

うに考えております。

とはいえ、組織上、そういった結果が出てし

まうというのはあり得るので、やはりその職責

が高かろうが、きちんと確認をする仕組みを改

めてやらなきゃいけない。内部牽制機能の強化

をするということで、組合のほうも早速、内部

牽制機能、内部規程を見直しまして、決裁権者

のところを改めてやるというところがございま

、 。すので そこは徹底させていきたいと思います

、公印が偽造されていたという部分なんですが

中には、実は、勝手に公印、上役の判こを持ち

出して押したりしているというところもござい

まして、そこは改めて見ますと、公印のもとも

との管理の仕方がすごくぐだぐだだったんじゃ

ないかというところもございます。そういった

ところは改めて積み重ねていって、そういった

ことが二度と起こらないようにということで

やっていきたいと思います。

、 、最後に 一人で処理していたんじゃないかと

、先ほどの内部牽制のところのとおりなんですが

正直、共同組織である組合でこういったことが

起きてしまって、本当にもう残念なことなんで

すが、かといって、その中で、そういったエラ

ーというか、不正を働こうと思った意思を持っ

た方がいらっしゃったときに、防ぐ手段は何か

なというのを改めて今回の教訓に組み立てまし

て、当該の森林組合に対しても求めていきます

し、県内に８つの森林組合がございますが、ほ

かの組合員も含めてしっかりと内部牽制を働か

せまして、組合のための仕事をしてもらうとい

うところに一層邁進していただこうということ

を考えてございます。

余りお答えになっていないんですが そういっ、

たことで考えています。

他の組合でも起こっている可能性○来住委員

は全くないと言えない、同じようなシステムで

やっているんだったら起こり得るわけで。それ

で、被害者に対してどのように救済していくの

か、それは広域組合が対応されると思うんです

けれど。

やっぱりもう一つ気になるのは、この総務部

長さんの家族が一番大変ですよね。家族がみん

なでこれをやろうということでやったんじゃな

いと思いますから、やっぱり、本当、そういう

点でも早く見抜いていく。そして、二度とこう

いうことが起こらんような体制をつくっていく

という点で、県が監査する団体、たくさんあり

ますよね。農業関係だったら土地改良区なんか

もありますけれど、ぜひひとつ教訓にしていた

だきたいというふうに思います。

その他報告についての質疑を終○後藤委員長

了いたします。

その他で何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもちまして、○後藤委員長

環境森林部を終了いたします。お疲れさまでし

た。

暫時休憩いたします。

午後０時10分休憩

午後０時59分再開

委員会を再開いたします。○後藤委員長
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当委員会に付託されました議案についての説

明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

本日もどうぞよろしくお○大坪農政水産部長

願い申し上げます。

まず、報告を２点ほどさせていただきます。

１点目は、災害対応についてでございます。

３月１日に新燃岳が４カ月半ぶりに噴火をし

まして、昨日は７年ぶりに爆発的噴火が発生い

たしました。本日も噴火が続きまして、西諸県

地域を中心に、ホウレンソウ、キャベツ、お茶

等の農作物や園芸施設への降灰が確認をされて

おりまして 灰の洗浄作業等の対応が必要となっ、

ております。

また、去る２月28日から３月１日にかけての

強風で、中部地域や児湯地域を中心に、スイー

トコーンの倒伏や園芸施設、トンネル被覆資材

の破損等が発生しております。いずれも現在、

市町村や関係団体等と連携をし、被害状況の把

握に努めているところでありまして、農業者か

らの営農相談等に丁寧に対応してまいります。

特に、新燃岳の噴火につきましては、今後、

被害が拡大したり、長期化することも予想され

ますので、本日付で農政水産部と環境森林部の

関係各課からなる農林水産業被害対策チームを

発足させました。被害状況の把握や対策の実施

等に迅速に対応できるよう努めてまいります。

２点目は、宮崎牛についてであります。

本日も、その他報告のところで説明をさせて

いただきますが、第90回アカデミー賞受賞式後

のパーティーで、特定産地の和牛としては初め

て宮崎牛が採用され、大変好評だったと伺って

おります。

このアカデミー賞の公式シェフであるウルフ

ギャング・パック氏からは 「24年間、メニュー、

を手がけたが、やっと最高の牛肉に出会えた。

宮崎牛にもオスカー像を贈りたい」と、うれし

いコメントをいただきました。

また、昨日は、齋藤農林水産大臣も、このこ

とを記者会見で紹介されておりました。今後の

輸出拡大等に向けまして、大きな弾みにしてい

きたいと存じます。

それでは、常任委員会資料の１ページをごら

んいただけますでしょうか。

常任委員会資料の１ページですが、今回の補

正は、議案第55号「平成29年度宮崎県一般会計

補正予算（第６号 、そして、議案第65号「平）」

成29年度宮崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正

予算（第１号 」であります。）

まず、議案第55号の一般会計の補正額につき

ましては、その表の（１）歳出予算課別集計表

の２月補正額の列になりますが、一般会計の合

計のところの網かけの欄にありますように、16

億7,734万2,000円の増額補正でございます。

これは、国の補正予算に伴う経費の増額及び

国庫補助決定に伴う増減や災害復旧予算の減額

等でございます。

また、議案第65号の特別会計補正予算につき

ましては、下から２段目の合計の網かけの欄に

ありますように、176万6,000円の減額補正であ

ります。この結果、農政水産部全体の補正後の

予算額は、一番下の網かけの欄にありますとお

り、428億6,038万7,000円となります。

次に、右側の２ページをごらんください。

繰越明許費についてであります。

（２）繰越明許費補正（追加）にありますよ

うに 「進め６次化みやざき農業新ビジネス創出、

事業」以下22の事業で、ページをめくっていた

だきまして、３ページの中ほどになりますが、
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網かけの欄にありますとおり 合計で502カ所 92、 、

億6,035万5,000円の繰り越しであります。

これは、国の補正予算の関係等により、工期

が不足することによるものや事業主体において

事業が繰り越しとなることによるものなどが原

因でございます。

次に （３）繰越明許費補正（変更）について、

でありますが 「公共土地改良事業」以下５つの、

事業で、合計98カ所、48億3,598万2,000円の増

額変更でございます。

これは、国の補正予算の関係等により、工期

が不足することによるものや関係機関との調整

等に日時を要したことによるものなどが理由で

ございます。繰越事業の執行につきましては、

関係機関との連携を図りながら、できるだけ早

。期の完了に努めてまいりたいと考えております

次に、４ページをごらんください。

債務負担行為補正（追加）についてでありま

す。

これは、国営土地改良事業負担金などの追加

が内容でございます。

次に、６ページをごらんください。

この６ページから14ページまでは、２月補正

に係る主な事業でございます。

、 。それから 資料の15ページをごらんください

15ページからが、Ⅱの特別議案でございまし

て、まず、議案第82号の民事訴訟事件の和解に

ついてであります。

それから、資料の17ページからは、Ⅲのその

他報告でございます。

総合評価落札方式における低入札価格調査制

度の取り扱いについて、ほか３項目であります

が、いずれも詳細につきましては、関係課長等

から説明をさせていただきます。

なお、資料の17ページの総合評価落札方式に

おける低入札価格調査制度の取り扱いにつきま

しては、午前中に環境森林部のほうから説明が

あった内容と重複しますので、当部からの説明

は省略させていただきます。

私からの説明は以上でございます。どうぞよ

ろしくお願い申し上げます。

平成29年度２月補正につ○酒匂農政企画課長

いて御説明させていただきます。

資料を変えていただきまして、お手元のＡ４

横の冊子、歳出予算説明資料をお願いいたしま

す。農政企画課のインデックスのところ、ペー

、 。ジで申しますと 259ページをお願いいたします

農政企画課の補正額は、一般会計のみで１

億512万3,000円の減額補正をお願いしておりま

す。

この結果、補正後の予算額は、右から３番目

の欄でございますが、22億2,529万8,000円とな

ります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

262ページをお開きください。

中ほどの（事項）鳥獣被害防止対策事業費

で、9,748万6,000円の減額であります。

これは、野生鳥獣による農林作物等への被害

軽減を図るための事業であります、地域力を生

かす鳥獣被害防止総合対策事業におきまして、

国庫補助が決定したことなどによる減額でござ

います。

農政企画課からは以上でございます。

同じ資料の263ページ○山本農業連携推進課長

をお開きください。

当課の２月補正額は 一般会計で4,209万4,000、

。 、円の減額補正をお願いしております この結果

２月補正後の一般会計予算額は、右から３番目

の欄にありますように、10億5,021万3,000円と
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なります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

265ページをごらんください。

上から５段目 （事項）職員費2,462万円の増、

額であります。

これは、今年度より試験研究やＧＡＰを推進

します技術革新担当というものを新設したこと

に伴います人員増によるものでございます。

次に、266ページをお開きください。

中ほどの（事項）構造政策推進対策費の１、

進め６次化みやざき農業新ビジネス創出事

業、2,912万5,000円の減額であります。

この事業は、６次産業化を目指します法認定

者などが行います施設整備や市町村等の６次産

業化に向けた取り組みを支援する事業でありま

して、国庫補助決定に伴い減額するものでござ

います。

農業連携推進課は以上です。

農業経営支援課でご○牛谷農業経営支援課長

ざいます。

同じく歳出予算説明資料の269ページをお願い

いたします。

当課の２月補正額は、一般会計で11億8,232

万8,000円の減額をお願いしておりまして、補正

後の最終予算額は右から３番目にありますよう

に、47億3,360万円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

272ページをごらんください。

中ほどの（事項）青年農業者育成確保総合対

策事業費、３億2,084万6,000円の減額について

です。

２の「がんばる新規就農者サポート事業」で

は 「農業次世代人材投資事業」において、研修、

を支援する準備型の交付予定者が、当初予定

の100名から83名に減少したこと、さらに、経営

開始型において、年間250万円の所得要件を上

回った対象者の交付停止や新規採択者は前年度

より33名増加しているものの見込みを下回った

ことなどにより、市町村からの当初要望450名に

対して361名の交付見込みとなったことにより減

額するものでございます。

273ページをごらんください。

上段の（事項）農業金融対策費１億1,145

万4,000円の減額についてです。

これは、１の利子補給・助成金において、過

年度融資分の繰り上げ償還などに伴いまして、

利子補給に係る補助金が減額されたことによる

ものでございます。

次に、中ほどの（事項）農業経営向上対策事

業費3,102万8,000円の減額についてです。

これは、１の「経営体育成支援事業」におき

まして、当初の国の予算配分は3,900万円であり

ましたが、２月の国の補正予算に対する要望が

約１億3,000万円ありましたことから、差し引

き3,000万円余りの減額をお願いするものでござ

います。

なお、新たな要望については次年度に繰り越

して実施する予定でございます。

次に、下段の（事項）農業大学校費について

です。

274ページをごらんください。

４の施設整備費につきまして、６月補正予算

、で措置していただきました堆肥舎建設において

建設予定地の地耐力不足による地盤沈下対策工

事費用の増額によるものでございます。本工事

につきましても、次年度に繰り越して実施する

予定でございます。

次に （事項）構造政策推進対策費５億8,671、
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万6,000円の減額についてです。

１の「農地中間管理機構支援事業」につきま

しては、機構集積協力金の対象となる被担い手

から新たな担い手に貸し付けられた新規集積面

積が大幅に減少したことによるものでございま

す。

農業経営支援課は以上でございます。

同じく歳出予算説明資料○土屋農産園芸課長

の275ページをお開きください。

農産園芸課の２月補正額は、一般会計で2,573

万9,000円の減額補正をお願いしております。そ

の結果 ２月補正後の予算額は22億7,265万6,000、

円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

277ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）産地パワーアップ事

業費の説明の欄の１ 「産地パワーアップ計画支、

援事業」で、１億3,643万3,000円の増額補正で

ございます。

財源内訳の欄で、国庫支出金が１億6,600万円

の増額となっておりますが これは 国の平成29、 、

年度補正予算を活用して、ＪＡ西都のニラ集出

。荷貯蔵施設の整備を支援するものでございます

また その右 その他特定財源が2,956万7,000、 、

円の減額となっておりますが、これは集出荷貯

蔵施設や低コスト耐候性ハウスなどの施設整備

とハウス資材や農業機械のリース導入などにつ

いて、入札残などにより減額するものでござい

ます。

278ページをお開きください。

中ほどの（事項）活動火山周辺地域防災営農

対策事業費の説明の欄の１ 「活動火山周辺地域、

防災営農対策事業」で、866万円の減額補正でご

ざいます。

これは、桜島や新燃岳による降灰被害防止・

軽減のための施設や機械導入を支援するもので

あり、日南市の被覆施設の整備やえびの市の被

覆資材の更新、小林市の茶の除灰機の導入など

を支援したものですが、入札残などにより減額

するものでございます。

次に、一番下の（事項）みやざき米政策改革

推進対策支援事業費につきましては、279ページ

の説明の欄の１ 「宮崎水田農業構造改革推進事、

業」で、1,225万3,000円の減額補正でございま

す。

これは、経営所得安定対策の実施に当たり、

農業再生協議会の活動費への支援を行うもので

すが、国の交付決定額が本県からの要望額を下

回ったため、減額するものでございます。

次に、その下の（事項）青果物価格安定対策

事業費の１億2,884万6,000円の減額についてで

ございます。

これは、説明の欄の３事業におきまして、野

菜価格の低落時に、生産者に対し価格差補給金

を交付するための資金造成を行うものですが、

前年度の野菜価格が安定して推移したこと等に

より、資金造成に必要な額が減少し、減額する

ものでございます。

農産園芸課の説明は以上でございます。

同じく歳出予算説明資料○山下農村計画課長

の281ページをお願いいたします。

農村計画課の２月補正額は ３億1,327万4,000、

。 、円の減額補正をお願いしております この結果

右から３番目の欄になりますが、補正後の予算

額は49億6,819万1,000円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

283ページをお開きください。

下段の 事項 国土調査費の２億7,351万7,000（ ）
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円の減額についてでございます。

内訳といたしましては、国の補正予算に伴

う8,012万5,000円の増額と国庫補助決定等に伴

う３億5,364万2,000円の減額であります。

284ページをお開きください。

中ほど（事項）土地改良事業負担金の3,744

、 、万5,000円の減額についてでありますが これは

国の国営土地改良事業予算の確定により、県の

負担額を減額するものであります。

次に、債務負担行為について御説明いたしま

す。

お手元の常任委員会資料の４ページをお開き

ください。

（４）の債務負担行為の追加の表、農村計画

課の国営土地改良事業負担金でございます。

これは、西諸地区の国営土地改良事業につい

て、平成28年度実施分の事業費が確定しました

ことから、負担金限度額の設定を行うものであ

ります。

農村計画課は以上でございます。

歳出予算説明資料の287ペ○図師農村整備課長

ージをお願いいたします。

農村整備課の２月補正は、一般会計で３

億1,893万6,000円の減額補正をお願いしており

ます。この結果、補正後の予算額は、右から３

列目の欄にありますように、124億2,571万7,000

円となります。

それでは、主な内容につきまして御説明いた

します。

289ページをお開きください。

上から５段目の（事項）農業農村振興対策事

業費につきまして、２億5,786万7,000円の減額

をお願いしております。

主な内容としましては、１の（１）多面的機

能支払制度推進事業につきまして、農業農村が

有する多面的機能の維持・発揮を図るため、集

落等が取り組む草刈り等の地域共同活動等を支

援するものでありますが、活動組織の合意形成

に期間を要していることから、取り組み面積が

計画を下回ったこと及び国の交付決定額が要求

額を下回ったことによる減額でございます。

次の（事項）公共農村総合整備対策費の53

万7,000円の増額と、290ページをお開きいただ

きまして、一番下の（事項）公共土地改良事業

費の20億2,941万3,000円の増額及び291ページの

一番下の（事項）公共農地防災事業費の9,117

万4,000円の増額につきましては、いずれも国の

補正予算に伴う増額と国庫補助決定に伴う減額

によるものでありますが、国の補正予算につき

ましては、後ほど委員会資料で御説明させてい

ただきます。

続きまして、292ページをお開きください。

一番下の（事項）耕地災害復旧費につきまし

て、19億3,444万4,000円の減額をお願いしてお

ります。

今年度は、台風や集中豪雨などによる災害が

多く発生したものの 当初予算の計上額を下回っ、

たことによりまして、減額するものでございま

す。

続きまして、常任委員会資料の７ページをお

開きください。

先ほど省略しました補助公共事業の補正予算

についてでございます。

３の国の補正予算に伴う増の内訳をごらんく

ださい。

①のＴＰＰ対策等でありますが、中山間所得

向上対策として、公共農村総合整備対策費にお

いて、中山間地域の農道や用水路の施設整備の

ため、4,200万円をお願いしており、ＴＰＰ対策

として公共土地改良事業費において、畑地かん
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がい施設や水田などを整備するため、21億1,973

万円をお願いしております。

②の防災・減災対策として、公共農地防災事

業費において、農地や農業用施設の災害を未然

に防止するため、２億2,586万円をお願いしてお

ります。

④の事業効果でございますが、収益性の高い

安定した畑作営農や水田フル活用等により、農

業競争力強化が図られ、また災害を未然に防止

することにより、防災・減災対策が図られるも

のと考えております。

次に、債務負担行為について御説明いたしま

す。

。常任委員会資料の４ページをお開きください

農村整備課では、２件お願いしております。

県営ため池等整備事業（高畑地区）におきま

して、限度額2,100万円と県営湛水防除工事（正

蓮寺地区）におきまして、限度額4,200万円をお

願いしております。

これは、国の補正予算の防災・減災対策の実

施におきまして、平成30年度までの期間で今年

度負担が発生するため、債務負担の設定をお願

いするものでございます。

平成29年度２月補正歳出○毛良水産政策課長

予算説明資料の295ページをお開きください。

水産政策課の２月補正額は、上から２行目で

すが、一般会計で１億3,345万1,000円の減額、

その下、特別会計の沿岸漁業改善資金特別会計

で176万6,000円の減額、合計で、一番上の行、

左から２列目でございますが １億3,521万7,000、

円の減額補正をお願いしております。

、 、 、なお ２月補正後の予算額は 同じく一番上

右から３列目、補正後の額でございますが、一

般会計、特別会計の合計で19億7,715万円となり

ます。

それでは、主な内容につきまして御説明いた

します。

297ページをお開きください。

一番下の 事項 水産金融対策費2,781万2,000（ ）

円の減額でございます。

これは主に説明欄の１、漁業近代化資金利子

補給金におきまして、漁船の建造などを促進す

る漁業近代化資金の利子補給額の確定により、

減額となったものでございます。

次に、298ページをお開きください。

上から２番目の 事項 資源管理対策費が5,772（ ）

万円の減額でございます。

これは主に説明欄の３、宮崎県内水面振興セ

ンター経営基盤強化対策資金におきまして、セ

ンターの短期運転資金としまして、当初予算

で8,000万円を用意しておりましたが、債務の削

減が順調に進みまして、3,000万円の融資実績と

なりまして、減額するものでございます。

次に、299ページをごらんください。

一番下の（事項）水産業試験費2,008万3,000

円の減額でございます。

300ページをお開きください。

これは主に説明欄の５、研究開発等促進費に

おきまして、受託事業費の確定などに伴い、減

額となったものでございます。

次に、301ページをごらんください。

特別会計の 事項 沿岸漁業改善資金対策費176（ ）

万6,000円の減額でございます。

これは、貸付金元利収入額の確定などによる

貸付枠の減額補正を行うものでございます。

水産政策課は以上でございます。

歳出予算説明資料の303ペ○田中漁村振興課長

ージをお開きください。

漁村振興課の２月補正額につきましては、一

般会計のみで３億6,548万3,000円の減額をお願
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いしております。その結果、補正後の予算額は

右から３番目の欄でございますが、36億4,281

万7,000円となります。

それでは、主な内容につきまして御説明いた

します。

306ページをお開きください。

まず、１つ目の（事項）種子島周辺漁業対策

事業費でございますが、7,905万7,000円の減額

となっております。

これは、ロケット打ち上げに伴い、操業制限

を受ける漁業への影響緩和のため、共同利用施

設整備につきまして、宇宙航空研究開発機構が

負担するもので、事業実施主体であります漁協

等の施設整備計画の変更や入札残等により、事

、 。業費の確定に伴い 減額するものでございます

次に、２つ下の（事項）水産基盤（漁場）整

備事業費でございますが、4,809万円の減額と

なっております。

これは、効率的な操業や資源の増大等の効果

による生産性の向上を図るため、漁場の整備を

行う事業でありますが、国庫補助決定による減

額でございます。

次のページ、307ページをごらんください。

２つ目の（事項）水産基盤（漁港）整備事業

費でございますが 2,440万9,000円の減額となっ、

ております。

これは、漁港の安全性を確保するとともに、

漁業生産基盤としての機能向上を図るため、漁

港整備を行う事業でありますが、国庫補助決定

による減額でございます。

その下の（事項）公共沿岸保全漁港事業費で

ございますが、1,800万円の増額となっておりま

す。

これは、台風等により、海岸に漂着した大量

、の流木等を緊急的に除去する経費でありますが

台風により、青島漁港海岸に漂着した流木等の

処分費用につきまして、その所要額が見込みを

上回ったことにより、増額をお願いするもので

ございます。

次のページ、308ページをお開きください。

（事項）漁港災害復旧事業費の１億4,649

万9,000円の減額及びその下の（事項）水産施設

災害復旧事業費の5,298万3,000円の減額につい

てであります。

これは、漁港施設や水産施設におきまして、

台風等による災害が発生しなかったため、減額

するものでございます。

最後に、債務負担行為について御説明いたし

ます。

。常任委員会資料の４ページをお開きください

漁村振興課水産基盤（漁港）整備事業につい

てでございます。

国の補正予算に伴うゼロ国債で、平成30年度

までの期間で、限度3,000万円の後年度負担が発

生するため、債務負担行為の設定をお願いする

ものでございます。

漁村振興課は以上でございます。

同じく309ページをお願い○花田畜産振興課長

します。

当課の２月補正額は、41億8,098万2,000円の

増額補正をお願いしております。その結果、補

正後の予算額は、右から３列目の91億1,528

万4,000円となります。

主な内容につきましては、312ページをお開き

ください。

一番上の（事項）畜産団地整備育成事業費、

１の畜産競争力強化整備事業及び２の農畜産物

輸出拡大施設整備事業につきましては、後ほど

別冊の委員会資料で御説明いたします。

次に、一番下の（事項）飼料対策費の313ペー
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ジになりますけれども、３の地域農業サポート

体制支援事業につきましては、水田裏の飼料増

産等に必要な資機材の一部助成等を行う事業で

すけれども、裏作拡大面積が計画より少なかっ

、 。たことにより 減額することとなっております

次に （事項）公共畜産環境総合整備事業費、、

１の資源リサイクル畜産環境整備事業、614

万4,000円の減額及びその下の（事項）公共畜産

基盤再編総合整備事業費、１の畜産基盤再編総

合整備事業、9,116万9,000円の減額につきまし

ては、家畜排せつ物処理施設の機能維持や飼料

生産基盤、飼養管理施設などの整備を行う、い

わゆる畜産公共事業でありますけれども、国庫

補助決定に伴い、減額するものであります。

、 （ ） 、最後に 一番下の 事項 畜産試験場管理費

３の施設整備事業 （３）改善事業、みやざき地、

頭鶏種鶏増殖施設整備事業につきましても、委

員会資料で御説明いたします。

それでは、委員会資料のほうをお願いいたし

ます。

９ページになります。

まず、畜産競争力強化整備事業であります。

、いわゆるクラスター事業でございますけれども

この事業は、御案内のとおり、畜産の体質強化

を図るために、右ページにありますように、地

域の畜産関係者で構成する畜産クラスター協議

会において、畜産クラスター計画を策定し、そ

の中で、中心的な経営体に位置づけた生産者に

対し、畜舎等の施設整備や家畜導入等の支援を

行うものでございます。

左のページにお戻りいただきまして、２の

（１）補正額は22億円の増額 （５）の事業内容、

としましては、35件の肉用牛や酪農、養豚、養

鶏の畜舎等の整備を予定しております。

続きまして、11ページをお願いします。

農畜産物輸出拡大施設整備事業であります。

この事業は、28年補正で、今年度整備してい

るチキンフーズの施設整備を継続して取り組む

ものでございます。

右のページをごらんください。

１の整備概要ですが 実施時期は28年度から31、

年度、総事業費は94億円、このうち29年度の事

業費は47億1,000万円を見込んでおります。

事業実施箇所は川南町、整備しております食

鳥処理加工施設につきましては、輸出国が求め

る高い衛生レベルに対応可能な国際基準の取得

を目指して整備するものでございまして、処理

加工ラインには、鮮度保持に必要な最新機器を

導入いたします。

左のページに戻っていただきまして、２の

（１）の補正額は20億円となっております。

最後に、13ページをお願いいたします。

みやざき地頭鶏種鶏増殖施設整備事業であり

ます。

まず、右側のページをごらんください。

この事業は、みやざき地頭鶏の需要拡大や新

規参入希望者に対応するため、新たに種鶏施設

を整備するもので、生産拡大や防疫面でのリス

ク分散を図るため、現在、畜産試験場川南支場

で飼養管理されているみやざき地頭鶏の母系に

当たります、その図では、丸で囲んだ九州ロー

ドの増殖施設等を高原町の畜産試験場本場に移

転整備するものであります。

当初、28年度の補正によりまして、施設全体

の整備を計画しておりましたが、より防疫レベ

ルの高い構造への見直しや地盤強化、電気・水

道工事等の延長等の必要が生じたことから、事

業計画の見直しを行ったものでございます。

このため、下段の表にございますように、28

年度分では、原種鶏舎、孵化貯卵施設、フェン
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管理棟、消毒施設を計画しております。

左のページにお戻りいただきまして、２の

（１）補正額は9,800万円で、引き続き、地方創

。生拠点整備交付金の活用をお願いしております

説明は以上であります。

お手元の歳出予算説○三浦家畜防疫対策課長

明資料のほうに戻っていただきまして、315ペー

ジをお開きください。

家畜防疫対策課の２月補正は、一般会計

で1,721万2,000円の減額補正をお願いしており

ます。その結果、補正後の予算額は右から３列

目となりますが、４億4,946万1,000円となりま

す。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

317ページをお開きください。

上から５行目の（事項）家畜防疫対策費につ

いてであります。

下の説明欄をごらんください。

まず、１の家畜伝染病予防事業、107万3,000

円の増額についてであります。

この事業は、家畜伝染病予防法に基づく各種

検査等を実施する事業でありますが、検査に必

要な試薬等の単価が上がったことによる増額で

あります。

次に、４の全国のモデルとなる防疫体制構築

事業、200万円の減額についてであります。

この事業は、水際防疫及び地域防疫の強化を

図るものでありますが、補助単価の低減や対象

箇所数の減少に伴い減額するものであります。

続いて ５の強い防疫づくり総合対策事業 360、 、

万円の減額についてであります。

この事業では、農場防疫の強化を図るため、

国の交付金を活用して、動力噴霧器や防鳥ネッ

ト等の資材導入支援を行っておるものでありま

すが、国庫補助決定に伴う減額であります。

次に、中ほどの（事項）家畜衛生技術指導事

業費の１、獣医師確保対策強化事業、250万円の

減額についてであります。

この事業は、県職員獣医師の安定確保を図る

ための事業でありますが、主に修学資金の共同

負担者であります国の貸与額が縮減されたこと

に伴い、減額するものであります。

一番下の（事項）口蹄疫復興対策事業費であ

りますが、次の318ページをお開きください。

１、口蹄疫埋却地フォローアップ事業、852

万2,000円の減額についてであります。

この事業は、口蹄疫埋却地の再生整備後に、

湿畑等が発生した場合に、排水対策等の追加工

事を行い、農地等として有効活用を図る事業で

ありますが、整備を要する箇所が計画よりも減

少したため、減額するものであります。

家畜防疫対策課は以上であります。

お手元の常任委員会○押川漁港漁場整備室長

資料の15、16ページの２枚になります。

議案第82号「民事訴訟事件の和解について」

でございまして、これは、浮き魚礁の流出に伴

。う損害賠償請求事件の和解についてであります

初めに、今回の表層型浮き魚礁うみさち３号

について御説明いたします。

16ページの４、参考左の図 （１）表層型浮き、

魚礁うみさち３号の構造をごらんください。

浮き魚礁を横から見た図になります。網かけ

の部分は海中をあらわしております。うみさち

３号は、直径８メートル、高さ11メートルの浮

体であり、設置水深が825メートルであります。

浮き魚礁とは、カツオやマグロなどの回遊魚

が漂流物に集まる習性を利用し、効率的に漁獲

するために設置するものです。

平成30年３月７日(水)
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右側の（２）宮崎県表層型浮き魚礁設置位置

図をごらんください。

右上の黒塗り潰しの星マークが日向市細島港

沖約37キロに、平成21年に設置し、平成24年に

流出したうみさち３号の位置であります。

この左側の（１）うみさち３号の構造に示す

海底の鎖部分の波線の米印マーク、シャックル

と記載している連結金具が何らかの原因で外れ

て流出したと推定しております。

下の（３）はこのシャックルの拡大図になっ

ております。

15ページにお戻りください。

１、民事訴訟事件の和解に至るまでの経緯で

ございます。

このうみさち３号が（１）平成24年６月15日

に設置後、２年11カ月で流出いたしました。

（２）は、裁判所への提訴日です。県では、

浮き魚礁流出原因究明委員会を設置し、流出原

因を検討した結果、設計施工に重大な過失があ

ると判断したところです。そのため、請負業者

である若築建設に再設置を求めて費用の支払い

を請求いたしましたが、これに応じなかったた

め、平成26年３月18日に、若築建設に対し１

億7,700万円余の損害賠償請求を求めて提訴いた

しました。

裁判は （３）平成26年５月14日、第１回口頭、

弁論から３年10カ月、21回に及ぶ弁論準備手続

の中で流出の原因等について主張してまいりま

したが （４）平成30年１月15日、裁判所からの、

和解の勧告がありました。

、 、（ ） 、２ 和解の内容といたしましては １ 被告

若築建設株式会社が解決金として6,000万円を支

払うことなどでございます。

３、和解の理由といたしましては、裁判所か

らこれまでの弁論準備手続を踏まえて、双方に

情報を求める形で解決金を含む内容での和解勧

、 、告を受けたところであり 和解の内容について

顧問弁護士を初め 関係部局と精査 協議を行っ、 、

た結果、裁判所からの和解勧告でもあり、公益

に資するとの判断から、裁判所の和解勧告を受

け入れたいと考え、議会にお諮りするものでご

ざいます。

説明は以上でございます。

以上で、議案についての説明が○後藤委員長

終了いたしました。

議案についての質疑はありませんか。

272ページのがんばる新規就農者サ○髙橋委員

ポート事業。いわゆる新規はふえたんだけれど

も、全体的に減ったというところを、再度、説

明いただけませんか。

がんばる新規就農者○牛谷農業経営支援課長

のうちの青年就農者育成確保総合対策事業費の

うちのがんばる新規就農者サポート事業でござ

いますが、これにつきましては、農業次世代人

材投資事業、国の150万円の研修とか、経営開始

型の事業で年間150万円を最大で交付する事業で

ございますが、準備型につきましては、当初予

定100名を見込んでおります。

これは、予算を措置するときに足りないとい

うわけにはいかないこともあり、確保の多かっ

た年に相当する分ということで、100名程度を見

込んで予算措置したところ、83名ということで

ございましたので、その分が減額ということに

なります。

あと、経営開始型につきましては、市町村か

ら交付をする事業でございますが、これも市町

村が継続の方々と新規の方々を見込んで予算措

置をしております。先ほど申し上げましたよう

に、新規採択者というのはふえてはいるんです

、 、けれども 見込みを下回ったことによりまして
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市町村からの当初要望は450名だったんですが、

交付実績としては361名になったということで、

減額が発生したというところでございます。

魅力ある事業なわけで、いわゆる○髙橋委員

不足することではいかんということで多目にと

いうか、余裕を持って計上されたんでしょうけ

れど、ここ数年の経緯というのは人数的にどん

なものなんでしょう。

平成29年が経営開始○牛谷農業経営支援課長

型でいきますと360名余りでございまして、その

前の年、27年、28年は320名余りというような交

。 、付実績になっています 準備型につきましては

先ほどちょっと申し上げましたけれども 平成27、

年に104名というのがございました。先ほど申し

上げました29年は83名ということで、今100名で

予算措置はさせていただいたというところでご

ざいます。

これには要件がありましたよね。○髙橋委員

だから、要件に何かちょっとそぐわなくて、本

当は受けたいんだけれど、要件に満たなくて却

下される方も結構いらっしゃるんじゃないかと

思うんですよね。要件緩和をされてきたんです

か。何か当初と、若干緩和されたような記憶が

あるんですけれど。

、○牛谷農業経営支援課長 要件につきましては

経営開始型におきましても、市町村がリスクが

あるということで判断していただければ、いわ

ゆる農業後継者の方でも受給ができるようなシ

ステムがとられていますが、なかなかその部分

を市町村が判断した事例というのは少ないよう

な実績になっています。

ただ、経営開始型としては、新規就農者自体

がふえていることもあり、受給者自体は28年か

ら比べると、ふえているということになろうか

と思います。

この事業って四、五年たちますか○髙橋委員

ね いわゆる 就農する要件もありました じゃ。 、 。

ないと、返さないといかんからですね。そこま

でまだ事業が経過していないんですかね。

事業のスタートは24○牛谷農業経営支援課長

年でございまして、例えば研修、準備型の受給

者であれば1.5倍、あるいは1.5倍以上就農しな

いといけないとか、あと研修の実態がしっかり

としていないといけないとか、そういうのもご

ざいまして。本年度からフォローアップ体制を

しっかりととりなさいということもあり、市町

村でありますとか、県も入りますが、関係機関

でフォローアップ体制をしっかり整えて、年に

何回か受給者を巡回して、関係者で指導して回

るようなフォロー体制をとって、しっかりと指

導、支援していくというような体制を関係機関

ととっているところでございます。

ちなみに、リタイアで返還をした○髙橋委員

というケースはないんですよね。

昨年までの実績とい○牛谷農業経営支援課長

いますか、昨年までで私どもが把握していると

ころによりますと、農業経営の休止であります

とか中止でありますとかという方が５名いらっ

しゃいます。

その方は、返還は義務ですよね。○髙橋委員

それは返還をされているということでいいです

か。

経営開始型につきま○牛谷農業経営支援課長

しては、少なくとも就農はされていたというこ

。 、 、となので 制度が 仕組みが少し変わりまして

今後はちゃんと就農していかないと、先ほど申

、 、し上げましたように 年限就農していかないと

返さないといけないということになっています

が、この時点までは返さないといけないという

ことはございませんでした。



- 43 -

平成30年３月７日(水)

税金で事業をやっているから、義○髙橋委員

務を果たすという決まり事が交わされているわ

けで、その返還義務はなかったと理解していい

んですか。

交付停止、中止の場○牛谷農業経営支援課長

合というのがしっかりとした、ちゃんとした就

農の実態がないとか、そういう場合は返還義務

が生じる場合もございますが 多くは病気になっ、

、 、たりとか 体調不良だったりとかということで

農業が継続できないようなこともあった場合に

は、返還義務はないというようなことになって

おりまして、そういう場合もあります。どちら

が多いかというのはなかなか難しいところであ

りますが、そういうふうな仕組みにしてありま

す。

就農困難の理由によって返還免除○髙橋委員

があり得るということですね。

例えば、医師の診断○牛谷農業経営支援課長

書が出ている場合とか、そういう場合には、免

除の場合というのは当然ございます。

一つ教えてください。○来住委員

農政企画課の262ページなんですけれど、鳥獣

被害防止対策事業。これが、約１億減額になる

んですよね。それで、実に平凡な質問なんです

が、１億円も減額がされてしまえば、事業とし

て成り立つのかなというのが一つ心配で、しか

し、ずっと右のほうを見てみると、結局28年度

も最終予算は当初予算に比べたらかなり減って

いるんですよね。

ですから、どういうふうに理解すればいいの

かなと思ったものですからお聞きするんですけ

れど。だったら最初からこんなにたくさん上げ

ていなくてもいいんじゃないかなという実に平

凡な質問なんです。

もともとこれだけの事業をしたいということ

で予算を組むんでしょうから、それが１億円も

減ってしまうと、じゃこれもともと事業として

成り立つのかなというのが気になったのが一つ

と、去年のと比べれば余り変わらないなという

のがあって、ちょっと教えてもらえればいいと

思います。

今、来住委員から御指○鈴木新農業戦略室長

摘いただきました減額の関係でございますが、

皆様御案内のとおり、鳥獣被害というのが幸い

。 、 、にして年々減少してございます その分 当然

国庫からの交付決定というのも、割り当てが全

国で多いものですので、なかなか当初と比べま

して、かなりの差が当初から生じて、その要望

額に対しての実際の実行額というのは全国の中

でバランスをとられますので。そのため、本県

、 、 、の中でも当初の要望と そしてその実施 当然

以前御指摘いただきましたような柵をつくるに

当たっての事前の勉強とか、そのような工期等

も勘案しまして、比較的多目に要望させていた

だいたような、そういう経緯でございます。

ほかにありませんか。○後藤委員長

、 。○山下委員 279ページ 青果物安定対策事業費

これは農家にとっては一番大事な安定対策だろ

うと思っているんですが、今回当初予算、28年

度の予算を見て、動態をちょっと今比較をさせ

ていただいたんですが、マイナス１億2,800万と

いうことですので、この捉え方というのは、割

と野菜が高かったということなのかな。ちょっ

とそこ辺の分析を教えて。

委員の御指摘のとおりで○土屋農産園芸課長

ございまして、今回の造成は28年度に価格補塡

として出された金額を穴埋めするような予算措

置になってございましたけれども、28年度の場

合は大体３事業を平均いたしまして、交付率が

７％と、大体最大で十六、七％下落して交付す
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ることもございますけれども、それに比べます

と、割と安定した価格で推移したということで

ございます。

わかりました。２年前でしたか、○山下委員

キャベツにしても大根にしても底値で、大変な

農業状況だったんですが、今、宮崎県が本当に

力強い農業経営体を進めるということで、食品

加工とか６次産業とか、農家契約も進めてきて

いるんです。今回いろんなところで話を聞く中

では、いわゆる契約の価格より市場価格のほう

が数倍高かったということで、非常に契約の難

しさというのがまた今回出てきたんですよ。

例えば、大根は１本での栽培契約をしている

みたいですが、市場価格は１本が100円ぐらいし

たわけです。100円以上。白菜だってそうだろう

と思うんですが、特異な去年の暮れからことし

前半にかけて契約の難しさというのが浮き彫り

にされてくるし、でも、その辺の契約と市場価

格との調整というのが本当に難しい状況だなと

いうのを今回改めて感じたんですが。何かそう

いう、いわゆる加工業をやっているところのい

ろんな契約の方法が出てくると思うんですが、

そこ辺との問題調整とか、何か皆さんへの相談

とか、何かこうしないといけないよねとか、こ

の状況を見て何か感じるところはないですか。

ちょっと難しい御質問で○土屋農産園芸課長

はございますけれども、この青果物価格安定対

策事業そのものが価格、要するに市場価格が低

迷したときの対策をするもの。それはなぜかと

申しますと、それぞれ県であるとか、関東、関

西であるとか、消費地に重要な野菜 例えば─

指定野菜は、キュウリとかピーマンとかトマト

とか、そういう重要な野菜をきちんと消費地に

届ける目的がございまして、そこで価格が低落

したときに補塡をするということが根本にござ

いますので、確かに議員おっしゃるとおり、少

し 契約 ことしのような乖離があるのかと思っ、 、

てございます。

この項目でどうということじゃな○山下委員

いんですが、本当に今、加工産業に入っている

人たちも契約して、そして人を雇用して、付加

価値を高めて出そうとしているわけでしょう。

その中で、物が入らないということは致命傷な

んですよね、原料が入らないということ。出口

の価格は決まっている。加工産業が漬物にして

も 出口は決まっている じゃ農家にしたら3,000、 。

円で契約していたものが３倍の１本が100円で売

れるんだったら、心理的には、このもうかると

きにもうかりたいというのが農家の１次産業の

それでしょうけれど、契約というのはすごい難

しいんです。

加工産業をする人たちも契約して、年次計画

、 、を立てて 出荷体制もちゃんと出口を確保する

人も雇用して、年間雇用でやろうとしているわ

けでしょう。非常にその問題整理を今後の課題

として、この整理を教訓として、何らかの形を

やっていかないと、経営が存続できないのかな

。 。と 具体的なそういう対策ってないんですよね

どうなんですか。

だから、事業推進をどんどんしてくる中で、

経済というのは生き物ですから、体力があれば

いいんでしょうけれど、体力のないそういう加

工業とか、そういう人たちにどんどんどんどん

いい話をしながらやってきて、こういう状況に

なってくると、非常に将来的に継続というのが

厳しいのかなと、つくづく今回考えたものです

からね。

確かに御指摘のとおりだ○土屋農産園芸課長

と思っております。

しかし、一方で、契約栽培は、所得が見込め
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るというメリットもございますので、やはり所

得を残していくためには、コストの削減等が必

要でございます。今回の御質問でいただきまし

たけれども、大規模法人であるとか、それから

集落営農組織であるとか、そのあたりの中心経

営体に対しての支援をしていかなければならな

いというふうに考えております。

ぜひ検討しておいてください。そ○山下委員

ういう加工産業の人たちも、契約だけではなく

て、例えば１次産業、自分で物をつくっていく

ことの比率をある程度高めていくとか、いろん

な考え方、対応をしとかないといけないのかな

という思いでしたので、よろしくお願いいたし

ます。

それから、274ページの農地中間管理機構。こ

の数字を見てびっくりしたんですが、マイナス

計上というのがですよね。もう壁に来たという

ことで、今回もちょっと質問で上げさせていた

だきましたけれども、何かもうちょっと管理機

構のですよね。目標数値に対して実績数値が上

がってこないというのは何の壁があるのかな。

私の見ているものと皆さんが何か考えているこ

とと差異があったら教えてください。

御質問の予算の件で申し○浜田農地対策室長

ますと、昨年度から国の交付金の対象が非担い

手から担い手に新規集積した分だけの交付金を

出しますという制度に変わったんですね。その

関係で、さきの常任委員会でも御説明いたしま

したけれども、本年度3,000ヘクタールを目標に

、各関係機関が協力して進めてきているんですが

当初予算時点では3,000目標のうちの1,010とい

う数字が新規集積面積の目標ということで当初

予算を編成しました。

ところが、新規集積の面積が伸びなかった400

ヘクタールということで減額の補正をさせてい

ただくということで。当初積算の時点からいた

しますと、半分弱の予算になったということで

ございまして、これは交付金の予算の関係でい

、 、きますと そういうことになるんですけれども

中間管理事業全体で申しますと、本年度は農業

委員会法の改正等もあって、農業委員会の協力

も得られつつあるという協力体制のもとに、集

積自体は１月末現在の数字でいきますと、1,500

。程度の機構投資の集積が実績となっております

中間管理事業自体は、昨年ちょっと落ち込んだ

んですけれども、またちょっと上向いたという

ことで。国のほうも制度的には来年度、５年目

の見直しを行うということになっておりますの

で、そこらの動向を踏まえた上で、また新たな

展開が出てくるとは思いますけれども、徐々に

ことしＶ字で復活したということで、まだまだ

集積については伸びる余力があると思っている

ところでございます。

今回質問の中でかなり議論をさせ○山下委員

ていただきましたけれども、一体的な生産産業

。 、 、構造 これをしっかりと捉まえて 数値目標を

正確な数字を出して、そのための対策を２年、

３年かけてやらないといけないわけですから、

今から本当に５年、10年先のことを見通した政

。策実行をぜひお願いをしておきたいと思います

それから その上の農業大学校関係ですが 28、 、

年度入学生が大分増加したということで、私た

ちも期待をしているんですが、この４番目の施

設整備費で524万1,000円というのが出ているん

ですが、これは学生が増加したから何か施設整

備をしなくちゃいけなかったのか、古くなった

ところを整備したのか、ちょっとそこ辺のこと

を教えてください。

施設整備費につきま○牛谷農業経営支援課長

しては、９月補正予算で堆肥舎の設置というこ
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とで補正をしていただいたんですが、その建設

予定地を設計をするところに見ていただいたと

ころ、今の設計のまま立てると、地耐力が不足

していて沈んでしまう可能性があるという指摘

を受けまして、その地盤沈下対策を増額した上

で、来年度に繰り越して、堆肥舎を設置させて

いただくというものでございまして、常任委員

会資料の繰り越し事業のところに繰り越しの総

額をお願いしているところでございます。

委員会資料の、11ページの事業の○髙橋委員

目的に、地鶏の生産量が全国第４位とあります

が、せんだって生産者と話していたら、鹿児島

が背中に来ているよと、追いつかれる、追い抜

。かれるかもしらんよという話を聞いたんですよ

現状はどんなですかね。

鹿児島につきましても、○花田畜産振興課長

黒鶏ということで、昨年からかなり売り出しを

かけておりますので、かなり厳しいところもあ

るとは思いますけれども、我々は我々としてま

、だまだ目指すべきところがあると思いますので

引き続き頑張っていきたいと考えています。

今回事業を計上、予算を提案いた○髙橋委員

だいているのは施設整備じゃないですか。確か

にこれがないとふやせないわけで、輸出の関係

もあるわけですから。問題は、いわゆる宣伝、

ＰＲをしっかり一緒にやっていく営業 こういっ。

たところは、例えば13ページの下のほうにあり

ますよね。事業の効果に、生産基盤のさらなる

、強化による販路・消費拡大なんでしょうけれど

この事業をすることによって販路・消費拡大と

いうのがおのずとついてくるのかなと。そこら

。辺をもうちょっと説明をいただくとありがたい

地頭鶏につきましては別○花田畜産振興課長

途、また改めて来年度予算のほうで議論をいた

だきますけれども、ＰＲ経費なりというのはそ

ちらのほうで見ておりまして。今回につきまし

ては、畜産試験場における種鶏の維持管理施設

で規模拡大を図って、今52戸程度の農家さんし

か供給ができていないものを、これまで新規で

認めていなかったというのもありますので、そ

ういったところを供給しながら拡大していこう

というものでございます。

。 、 、○髙橋委員 わかりました では その議論は

来週ですね。宮崎牛は申し分ない環境が今でき

つつあって、これは供給が足らなくなるんじゃ

ないかぐらいの心配をするんでしょうけれど、

地頭鶏の場合には、また当初予算の委員会の場

でいろいろ説明をいただいた上で、意見交換さ

せていただきたいと思います。

、○花田畜産振興課長 非常に厳しい予算の中で

満足いく回答ができるかわかりませんけれど、

よろしくお願いしたいと思います。

ほかにいいですか。○後藤委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、議案についての質疑○後藤委員長

を終了いたします。

続きまして、その他報告事項に関する説明を

お願いします。

常任委員会資料○外山漁業・資源管理室長

の19ページをお開きください。

、平成29年度ウナギ稚魚の採捕状況等について

御報告いたします。

初めに、１の平成29年度ウナギ稚魚特別採捕

許可等の概要についてです。

本県におきましては、全長25センチメートル

以下のウナギは、内水面漁業調整規則でその採

捕を禁止しております。しかしながら、養殖用

の種苗を供給するために採捕をする場合などに

限って、特別にその許可をしております。

（１）の採捕上限数量は、養殖業者や河川組
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合の採捕者等の関係者の要望を踏まえまして、

本年は500キロとしております。

（２）の採捕者数は、主に内水面漁業協同組

合の組合員755名のほか、内水面振興センターに

許可しております。

（３）採捕の期間は、例年、12月から３月の

間で決定しておりますが 本年は平成29年12月11、

日から平成30年３月25日までとしております。

（４）県内のウナギ養殖業者の許可数は46件

で、平成27年度よりウナギ養殖業が農林水産大

臣の許可制となっており、養殖場に入れられる

稚魚の数量が決められております。今回は、県

全体で3.6トンとなっております。

２の採捕状況についてです。

２月末現在の採捕数量は53キロで、前年度同

期の約16％となっております。

下のグラフは、平成21年度以降の採捕量の推

移を示しております。

平成28年度までは最終的な採捕数量を 平成29、

年度は２月末現在の採捕数量です。各年度168キ

ロから545キログラムの採捕量になっておりま

す。本年度は残り20日間の採捕期間があります

が、このまま推移いたしますと、過去最低量と

なりそうです。

右の20ページをごらんください。

３の池入れ状況についてです。

表は直近３カ年のシラスウナギの池入れ数量

を示しております。

各年の漁期と記載しておりますのは、シラス

ウナギの池入れが始まる前年11月から当該年５

月までの期間を示しております。

まず 表の下段の全国でございますが 平成28、 、

年、平成29年において、19.7トン、19.6トンで

した。

一方、上段の宮崎県でございますが、平成28

年、29年において、それぞれ3.5トンの池入れが

ありました。

また、表中の括弧内の数字につきましては、

各年漁期の１月末時点での数量でございます。

全国におきましては、１月末までは、平成28

年、平成29年は約10トン前後、宮崎県におきま

しては、１月末で2.5トン前後の池入れ量となっ

ておりますが、平成30年漁期につきましては、

過去最低の採捕量となっております。

なお、池入れ量は全国1.5トン、うち宮崎県

は0.6トンとなっており、表の下の円グラフを見

ていただきますと、全国の池入れ量に対する宮

崎県の池入れ量につきましては約４割程度と

なっております。

平成28年、平成29年における全国に占める宮

崎県の池入れ数量は18％でしたけれども 平成30、

年の１月までの池入れ量では、先ほど申しまし

たように、全国に占める量が４割となっており

ます。この理由は、例年１月ごろまで池入れを

行い、夏の土用のうしの日に向けて出荷を行う

養殖形態の割合が全国と比較して高いことが考

えられます。

下段にニホンウナギの一生を図にしておりま

す。

ニホンウナギは５年から15年間、河川や河口

域で生活をした後、日本から約2,000キロメート

ル離れたマリアナ海溝付近の海域で産卵いたし

ます。

図の実線部分がこれまでの研究で明らかに

なっている経路、点線部分はまだ不明な状況で

ございます。

資源の減少要因が特定されていない中ではあ

、 、りますが 実行可能な対策を実施する観点から

国内におきましては、シラスウナギの池入れ量

の制限、採捕の制限、親ウナギの採捕制限とい
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う三位一体の資源管理対策を推進しているとこ

ろでございます。

、 、本県におきましても 主要なウナギの養殖県

シラスウナギを採捕する県としまして資源管理

対策を推進してまいります。

ウナギ稚魚の採捕状況等については以上でご

ざいます。

続きまして、常任委員会資料の21ページをお

開きください。

太平洋クロマグロの小型魚の操業自粛につい

てでございます。

初めに、１の経緯です。

我が国では、資源状況が低迷する太平洋クロ

マグロについて、国際的なマグロ類の管理機関

でありますＷＣＰＦＣ、いわゆる中西部太平洋

まぐろ類委員会の決定を踏まえまして、平成22

年度から漁獲量の上限を定めるなど資源管理の

強化に取り組んでおります。

この漁獲量の管理の仕組みについては、現在

の管理期間であります第３管理期間を例に御説

明いたします。

ページ中段の表、国全体の状況（第３管理期

間）をごらんください。

表は左の列から、漁業種類、漁獲枠、実績、

残枠となっております。

国全体の漁獲量の上限は、左から２番目の一

番下の段、3,424トンであります。ここから国が

管理する留保分78トンを差し引いた後に、漁業

種類ごとに、大臣が管理する沖合漁業の1,606ト

ン、知事が管理する沿岸漁業の1,739トンに割り

当てられております。

沿岸漁業分は、さらに各県の過去の漁獲実績

をもとに割り当てられ、数量を管理する仕組み

になっております。

表の左から３列目の漁獲実績をごらんくださ

い。

漁獲実績は上下２段で表示しておりますが、

、上段は本年１月に操業自粛要請発出時の状況で

下段は２月の速報値であります。

。表３行目の沿岸漁業の実績をごらんください

昨年秋の北海道の定置網などで起こった短期

間の大量漁獲を主な要因としまして、本年１月

の段階で、漁獲枠を上回る1,853トンとなりまし

た。これに沖合の実績1,348トンを含めますと、

計3,201トンとなり、全国の全漁業種類の漁獲枠

の９割を超過したことから 水産庁は本年１月23、

日付けで操業自粛要請を発出、これを受け、本

県におきましても同日付けで県内の全沿岸漁業

者に対しまして操業自粛を要請したものです。

次に、２、本県の状況ですが、下の表をごら

んください。

漁獲枠11.8トンに対しまして、実績5.2トン、

消化率は44％であります。いまだ半分以上の漁

獲枠を残しております。

、管理期間が今年６月まででありますことから

漁業者の皆さんには今後も操業の自粛をお願い

しているところです。

なお、第３管理期間に残った漁獲枠につきま

しては、本年７月からの第４管理期間に追加す

ることが水産庁において検討されているところ

でございます。

右側の22ページをごらんください。

３、今後の対応でございます。

操業の自粛による漁業経営の影響緩和対策で

あります。

（１）漁業収入安定対策事業の利用推進につ

いては、従前から資源管理を行う漁業者に対し

まして、漁業共済と積立ぷらすを利用した支援

が行われてきましたが、今般、クロマグロ資源

管理を行う漁業者に対しましては、さらに積立
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ぷらすの算出基準額の下げどめの特例が措置さ

れたことから、現在、強度資源管理タイプを利

用されている142経営体及びまだ本制度を利用さ

れていない経営体に対して利用を促進し、減収

対策を図ることとしております。

、（ ） 。次に ２ 定置網における放流支援事業です

この事業の積極的な利用を行う予定にしてお

りまして、今般、定置網に入網したクロマグロ

の放流に対して放流実績掛ける単価による支援

事業ができましたことから、本事業を積極的に

利用し、定置網における影響緩和を図ることと

しております。

さらに （３）の支援対策の要望についてでご、

ざいますが、関係漁業者と協議しながら、必要

な支援対策につきまして国へ要望することとし

ております。

説明は以上でございます。

。○花田畜産振興課長 畜産振興課でございます

引き続きまして、23ページをお願いしたいと思

います。また、本日お配りしました追加資料の

ほうを右に置いていただいて、見ていただきた

いと思います。

第90回アカデミー賞授賞式のアフターパー

ティにおける宮崎牛の採用について御報告いた

します。

今般、１の概要にありますように、ガバナー

ズ・ボールと呼ばれるアカデミー賞後のパー

ティにおきまして提供されます料理で、宮崎牛

が採用されたと発表されたところであります。

特定の産地の和牛としては、初と聞いておりま

す。

２の経緯につきましては、アカデミー賞公式

シェフと呼ばれる、ウルフギャング氏に対する

本県都城市出身の映画監督曽原三友紀氏の働き

かけにより実現したものでございまして、宮崎

牛が全共で内閣総理大臣賞を３大会連続で獲得

したこと等、日本一の和牛であることを評価い

ただいたところでございます。

３の具体的内容につきましては、お配りしま

した資料もあわせて見ていただきたいと思いま

すけれども、まずプレスレビューとして、３月

１日に世界各国のメディア、初めは300社と聞い

ておりましたけれども、当日は550社ぐらい来た

ということでございまして、写真を見ていただ

きたいんですけれど、中段の写真にありますよ

うに、パック氏本人から食材の紹介が行われた

ところでございます。

なお、部長のほうからもございましたけれど

も、パック氏からは、今回の食材の中で最高な

ものは宮崎牛なんだと、やっと最高の牛肉に出

会えた、オスカー像を贈りたいくらいというよ

。うな紹介があったというふうに聞いております

また、本番につきましては、３月４日のアカ

デミー賞授賞式直後のパーティにおきまして、

ノミネート俳優や招待客約1,500人に対しまし

て、世界の一流食材を用いた60種類以上の料理

の中で、宮崎牛を使用した２品、写真の上段右

側にございますけれども、宮崎牛のタルタルと

ステーキが登場したということでございます。

なお、下段の写真、一番下にありますけれど

も、当日も代表的な料理を紹介するプレートに

おきまして、宮崎牛のブロックを中心に飾られ

るとともに、宮崎牛プレート 木でつくった─

プレートで、宮崎牛と文字が入っているんです

けれども、主役級の取り扱いというようなとこ

ろを受けたところでございまして、好評であっ

たと伺っております。

宮崎牛がハリウッドセレブなどを通じまして

世界へ発信される絶好の機会となり 知名度アッ、

プに大きく貢献するものと期待しておるところ
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でございまして、国内におきましても、既に全

国放送で非常に注目を浴びるような形で報じら

れておりますことから、今後の活動につきまし

ても、こういったものを活用しながら、引き続

きブランド強化を図ってまいりたいと考えてお

ります。

説明は以上でございます。

以上でその他報告事項について○後藤委員長

の説明が終了しました。

質疑はございませんか。

まず、アカデミー賞、本当にうれ○山下委員

しく思います ありがとうございます 車に乗っ。 。

ていれば 全国のテレビ ラジオで しょっちゅ、 、 、

うこの報道がされておりまして、いや、本当に

。火がついたなという思いで報道を見ていました

この牛のトレーサビリティはわかっているの。

この場では持ち合わせて○花田畜産振興課長

おりませんけれども、調べればわかると思いま

す。

これは公表できるの。○山下委員

検討したいと思います。○花田畜産振興課長

というのは、今回このアカデミー○山下委員

賞で使っていただいたということは、物すごい

インパクトだろうと思うんですよ。今までは松

阪牛と神戸ビーフというのが世界で一番、価格

で。国内もそうですが、宮崎牛もここまで来ら

れて、松坂、神戸に追いつけるような何か気持

ちというのが出てきたんじゃないかなという期

待をしているんですが、結局、宮崎県の生産農

家、生産者、肥育農家、この認識でどれだけ自

信を持たせるか、そのことも大事だろうと思う

んですよ。

それで、今後、この実績というのを県、ミヤ

チクと一緒にタッグを組んで、例えば世界に向

けたどういうＰＲをしていくとか、私はその構

想というのがどんどん出てきてるのかなと思う

んですが、そこ辺はどうなんでしょう。

まず、戦略プランという○花田畜産振興課長

のをつくっておりまして、国内におきましても

地域別につくっておりますし、国外についても

やっていこうということで、今、プランは策定

しております。

また、経済連、ミヤチクを含めて、３者でい

つも一体となって取り組んでおります成果が今

日の成果ということで考えております。今回の

ケースを受けた具体的なものというのは、まだ

持ち合わせておりませんけれども、引き続き来

年度 これもまた来週の予算の中で御審議い─

ただきますけれども、そういったＰＲ経費等の

増額を考えておりますので、そういった中でＰ

。Ｒを引き続きやっていきたいと考えております

よろしくお願いします。○山下委員

そして、新聞だったかな、ちょっと生食で食

べたというような記事があったんですが、それ

は間違いないの。どういう食べ方をしたんだろ

うか。

詳しくはわかりませんけ○花田畜産振興課長

れども、タルタルということで、ユッケ的なも

のに見えますが、そこの詳細につきましては、

ちょっと持ち合わせておりません。

また、詳しく教えてください。○山下委員

それと、飛躍的にこういうブランドが高まっ

て、認知をしていただくことが一番大事ですよ

ね。畜産新生プランか。この中で、生産の効率

を高めていくために 今20カ月肥育の実績だ─

ろうと思うんですが、いわゆる生後27カ月ぐら

いで早期出荷をしていくんだというような県の

方針もあったかと思うんですが、今から宮崎牛

をやっていく中で、どのレベルというのを中心

に肥育農家に普及、啓発してやっていこうとし
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ているのか、そこをちょっと教えてください。

これは、先ほどの肉の番○花田畜産振興課長

号がどうだという話もありますけれども、県全

体で、今、上物率が85％まで来ていて、みんな

の取り組みでの成果ということでまず１つ捉え

たいというのと、肥育につきましては 全共─

等につきましては、かなり早い月例での競い合

いというのもございますけれども、熟成と申し

ますか、月例にかなうものはないというふうに

考えておりますので、現状の和牛としての体系

としましては、去勢であれば28カ月程度の肥育

ということになろうかなと考えております。

ほかにありませんか。○後藤委員長

今の宮崎牛に関連して、まだこれ○髙橋委員

からだと。アカデミー賞の中でどれだけ騒がれ

たかというのは、翌日の新聞を楽しみに隅々見

るんだけれども、いろいろなコメントが載って

いるんじゃないかと思って。いろいろな俳優さ

んの食べた感想とかですね。

だから、私は、今からこれ物すごい大騒ぎに

なるんじゃないかなと思って、わくわくしてい

るんです。供給も追いつかなくなるんじゃない

かと、さっき大げさな話をしたんですけれど、

それはそれで本当いろいろ対応に追われるぐら

いに忙しくなると思いますので、覚悟しておい

てください。

別の、クロマグロの小型魚の操業自粛なんで

すけれど、まず数字の確認です。中段の四角囲

みで数字が入っていますよね。沖合は、漁獲枠

が1,606。１月の実績が1,348で、２月が1,349で

すよね。これは理解できるんだけれど、次の知

事管理の分は、漁獲枠がもう既に１月で超して

いるのに、また２月でその枠を超えているじゃ

、 。ないですか この魚はどこに行ったんでしょう

この漁獲枠全体で○外山漁業・資源管理室長

いきますと、国の枠はまだ超えていないという

ことで、とれてしまったもの、基本的に生きて

海に返せないものについては漁獲するというこ

とになっておりますので、操業の自粛はしてお

りますけれども、漁獲した時点で死んでしまっ

ていたものについては流通をさせているという

ことになります。

１月の時点で、いわゆる自粛要請○髙橋委員

を出しているじゃないですか、その後に２月に

とっている数字ですよね。だから、ペナルティ

ーとかないわけですね。

、○外山漁業・資源管理室長 この第３管理期間

平成29年の７月からことし６月までの期間につ

きましては、沿岸漁業については、罰則という

のがございません。

それで、全国各県に割り当てられました漁獲

枠を持って、まだ漁獲枠がある県等が全部消化

しないうちに操業自粛になっている関係で、ま

だ自分たちは漁獲できるのではないかというこ

とでとっておられる漁業者もおられます。その

関係で、漁獲枠が１月から２月にかけてふえて

いるという状況です。

周知がしっかり徹底していなかっ○髙橋委員

たがゆえのこういう結果なのかなと、今ちょっ

とお話を聞きながら思ったんですが。ただ、こ

、 、れ早い者勝ちで すれすれのところで操業して

とって、売った人がこれ得ですよね。結局、真

面目に、自粛しないといかんのかなということ

で受け入れた漁師というのは、結局、補塡が何

かあるかもしれませんけれど、収入ゼロじゃな

いですか。

だから、今から先、もしそういう事実が出た

ときには、ペナルティーは発生するんですか。

今、国が各県に漁○外山漁業・資源管理室長

獲枠というのを割り当てておりますけれども、
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もしこの枠を超えた場合におきましては、来年

度の期間、第４管理期間、１年間のうちから差

し引くということを実施するということになっ

ております。

いわゆる単体の漁師にはペナル○髙橋委員

ティーいかないということですね。結局、全体

責任で、また漁獲枠が下がっちゃうから、真面

目に自粛した人には、また重みが来るというこ

とになるわけじゃないですか。

現在、第３管理期○外山漁業・資源管理室長

間ですけれども、第４管理期間、ことしの７月

からは、法に基づく管理が行われるようになり

まして、これで枠を超えた場合とかにつきまし

ては、罰則が発生いたします。

その罰則の中身がもしわかってい○髙橋委員

れば、教えてください。

例えば、漁獲枠を○外山漁業・資源管理室長

超えて、割り当て量を超えて漁獲したというこ

とになりましたら、重ければ３年間の懲役また

は200万円の罰金という罰則がついております。

関連で、基本的にこのマグロ○日高副委員長

の漁獲量というのは、これは日本だけじゃなく

、 、て 世界中がマグロをとっておるんですけれど

こうやって自粛するのは日本だけですよ。ほか

の国は365日とりっ放し。とって、痩せたマグロ

から、とったらいかんのまでとってしまって、

日本だけこうやって真面目にしているんですよ

ね。これは、結局、国の問題だと思うんです。

宮崎県の場合は、この定置網は結構入ってる

けれど、マグロがはえ縄になってくると、まだ

実績を達していない部分があって。本県のマグ

ロ、はえ縄の現状について、ちょっとお聞きし

たいと思います。

本県のマグロはえ○外山漁業・資源管理室長

縄漁といいますのは、県全体でおおよそ１

万9,000トンぐらいの漁獲がございます。今回の

このクロマグロにつきましては、漁獲量がおお

よそ近年は100トン前後で、そのクロマグロにつ

きましても大型のクロマグロ 例えば100キロ─

とか百二、三十キロとか、そういうものが主体

でありまして、今回操業自粛の対象になってお

ります小型のクロマグロ、30キロ以下のクロマ

グロにつきましては、宮崎県近海では春、２月

から６月と７月から８月にかけて漁獲される１

キロから２キロのマグロということになってお

ります。

それで、またこれまで過去７年前にヨコワと

言われる１キロから２キロのクロマグロがたく

さんとれた時期があったんですけれども、それ

以降、ずっととれておりませんで、昨年またた

くさんとれたと、そういう状況にあります。

、 、○日高副委員長 ということは これについて

本県のマグロはえ縄漁船については、そんなに

。このことが影響はしないということでしょうか

春から夏にかけて○外山漁業・資源管理室長

小型のクロマグロを漁獲しようと思っておられ

た漁業者の方もいらっしゃいますので、その方

については影響があるということになります。

ちなみに、昨年につきましては14.7トンの枠に

対しまして39トン、小型のクロマグロを漁獲し

、 、ておりまして その差である25トンについては

今後９年間に分けて、少しずつその枠を削って

国に返していくというようなシステムになって

おります。

今、基本的にマグロも安いで○日高副委員長

すよね。海外で人気が出てきたというけれど、

ほとんど高値ではないわけですよね。だから、

これはどっちかというと、国の問題だなという

気がするんですけれど、国家間の問題ですね。

どうにか今後の対応、救済策というのを、この
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表にあるんですけれど、ちょっと考えていかな

いと。船も小型でも１艘つくっただけで１

億5,000万か6,000万するわけですから、その辺

もちょっと考えてもらえばいいかなというふう

に思いますので、またそのような検討をお願い

します。

この共済事業と積○外山漁業・資源管理室長

立ぷらすの経営安定対策事業について、今後も

共済組合等と一緒に説明にまいっていきたいと

思っております。

、○濵砂委員 ウナギがとれないようですけれど

今、値段はどのくらいしているんでしょうか。

本県のシラスウナ○外山漁業・資源管理室長

ギの１キロ当たりの単価ですけれども、現在

は160万円と。

これ１匹当たりにすると、どのく○濵砂委員

らいになりますか。

約300円ぐらいにな○外山漁業・資源管理室長

ります。１キロ当たりにおおよそ5,000尾か

ら6,000尾おりますので、おおよそ300円ぐらい

になります。

53キロしかないんですけれど、あ○濵砂委員

と3.6トンまでにはかなりの量なんですが、あと

はこれどこから持ってくるんですか。

本県の養鰻業者の○外山漁業・資源管理室長

、方は11月から１月にシラスウナギを池に入れて

土用のうしの日の７月から８月に出荷される単

年の形態と、１月から、４月から５月までに稚

魚を入れまして、周年飼育する方の、おおよそ

２つに分かれております。現在、シラスウナギ

を単年で行う養殖につきましては、今からシラ

スウナギを入れても土用のうしの日には間に合

いませんので、これからシラスウナギを入れら

れる方については周年で飼育するということに

なります。

しかしながら、昨年は、宮崎県の単価が71万

であったものが160万ということになりますと、

池入れをされるのか、あるいは休まれるのか、

そういう選択をされると思われます。

輸入はないんですか、輸入の稚魚○濵砂委員

というか。

本県のこれまでの○外山漁業・資源管理室長

シラスウナギの導入状況ですけれども、約４割

が国外、５割が国内、そして本県内が１割とい

うのがこれまででした。本県は、今0.6トンとい

う池入れ状況ですけれども、ほとんどが国外か

。らの輸入のシラスウナギということになります

ほかにございませんか。○後藤委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもちましてそ○後藤委員長

。の他報告事項についての質疑を終了いたします

その他で何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもちまして農○後藤委員長

。 。政水産部を終了いたします お疲れさまでした

暫時休憩いたします。

午後２時41分休憩

午後２時47分再開

委員会を再開いたします。○後藤委員長

まず、採決ですが、あすの午後１時というこ

とで決定してよろしいですか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○後藤委員長

します。

次に、委員長報告骨子案についてであります

が、先ほど出ました御意見等々を参考にしなが

ら、あとは正副委員長に御一任ということでよ

ろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「
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では、そのようにさせていただ○後藤委員長

きます。

その他で何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

では、以上をもちまして本日の○後藤委員長

委員会を終了いたします。

午後２時47分散会
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午後０時59分再開

出席委員（７人）

委 員 長 後 藤 哲 朗

副 委 員 長 日 高 博 之

委 員 濵 砂 守

委 員 山 下 博 三

委 員 髙 橋 透

委 員 来 住 一 人

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 長 補 佐 濱 﨑 俊 一

議事課主任主事 八 幡 光 祐

委員会を再開いたします。○後藤委員長

議案の採決を行いますが、採決につきまして

は、議案ごとがよろしいでしょうか、一括がよ

ろしいでしょうか。

〔 一括」と呼ぶ者あり〕「

それでは、一括して採決いたし○後藤委員長

ます。

議案第55号、第59号、第60号、第61号、第65

号及び第82号について、原案のとおり可決する

ことに御異議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

。 、○後藤委員長 御異議なしと認めます よって

各号議案については、原案のとおり可決すべき

ものと決定いたしました。

その他で何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で委員会を終了○後藤委員長

いたします。

午後１時０分閉会

平成30年３月８日(木)


